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Summary 

第 I章序

A.問題意識と課題

""" 白岡

1970年代から始まった米の減反政策や農産物

輸入自由化といった日本農業を取巻く厳しい状況

下において，農業所得の低下に対処するため新た

な品目を模索する動きが各地で展開された。その

ような中で，切花生産に取組む農家も多数出現し，
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一定の成功をおさめた産地も各地に存在する九

他の転作作物として注目された野菜や果樹の生産

額の伸びは横ばいの状態にあるが，切花の伸びは

それらよりも高く，急速なものであった。

ところが， 1990年代に入り景気の停滞から切花

需要は頭打ちの状態にある。それを受けて生産の

伸びも鈍化の傾向にあり，産地問競争はますます

激しくなることが予想される。産地が生き残るた

めには，市場評価を得なければならない。そのた

め産地にとっては，高品質な切花のロット確保，

及び消費者の晴好に合わせた新品目の逐次導入が

重要な課題であると言える。

また，これらの課題を実現して行く上で，次の

ような切花の特徴を考慮する必要がある。すなわ

ち，①非食料品であり者修品としての性格が強く，

需要のトレンドの変化を反映して品目・品種ごと

のライフサイクルが短い，②市場規模は小さく，

同一品目の供給量の変化が価格を大きく左右す

る，③生産費に占める種苗費の割合が非常に高い

ものが多い，④種苗法に基づく品種登録件数が農

産物の中で最も多い，といった点が挙げられる。

また，北海道の場合，道の試験・研究及び普及セ

ンターの技術指導はあまりなされず，食料生産に

傾斜していた，という点も指摘できる。

以上から，特に産地に求められることとして，

他産地に遅れないように需要のトレンドに合った

新品目・品種を選択・導入し，その生産技術をい

ち早く習得するという，生産面の対応が挙げられ

る九しかし，切花の新品種を導入する農家は，そ

の新品種の発芽率，採花量，耐病性，土壌・気候

条件への適合'性や，その種苗を導入することで生

産された切花が卸売市場で平均的に高い評価を得

られるものであるのかといった，種苗の品質の情

報(以下， r品質情報jという。)や，切花の生産
技術に関する情報(以下， r技術情報」という。)
を十分に持っていない九

これらの情報の不完全性を解消，もしくは緩和

する手段として有効なのが共選共販組織である。

個選共販では，各農家が個別に選別を行い，同一

産地の切花でも農家ごとの商品の差別化を維持し

たまま他の農家の切花と共同で出荷することで，

輸送費を節約するという販売形態をとっている。

それに対し，共選共販組織は，産地内で定められ

た出荷規格の下に共同で選別を行い，共同で出荷

する販売形態である。共選共販による出荷では，

農家ごとの商品の差別化を維持せずに，産地とし

て切花を販売し，販売代金は切花の等級ごとに

プール計算によって各農家に支払われる。共選共

販組織は，特定の卸売市場に，定時，定量，定品

質の切花を出荷することで，市場評価を上げ，産

地銘柄を確立するための販売組織である。

しかし，そればかりではなく共選共販組織内で

は，農家の生産に関わる情報の積極的な交流が誘

発され，情報の共有化が達成される。すなわち共

選共販組織は情報共有機能を内包している。この

情報共有機能により共選共販組織は，新品目・品

種の導入と高品質な切花のロット確保，生産面で

の品質情報及び技術情報の不完全性を解消・緩和

していると考えられる O

そこで本論文の課題は，切花の共選共販組織が，

品質情報及び技術情報の不完全性を解消し，高品

質な種苗の導入及び高品質な切花のロット確保の

実現にいかに寄与するかを，北海道内の産地を対

象として経済学的に分析することである。

B.既存研究の成果
共選共販組織については，桂 [1969J，小野

[1973J，慶野 [1993Jらが販売組織の発展段階的

な把握の下に位置づけを行っているO その中で小

野 [1973Jは，共選共販体制の課題として，市場

取引における上場単位の大型化，見本取引となる

ことから，市場での価格評価が産地単位になるた

め，共選共販組織が責任のある品質管理を行い，

品質の向上と平準化を図って銘柄を確立すること

を指摘している。そのためには，生産過程での品

質の統ーを一層強める必要があり，生産技術に対

する指示・指導が求められるとしている。また，

小野 [1973Jは，販売組織が存続・発展するため

のマーケティング機能の一つに，生産物の市場性

の強化を挙げている。市場性を強化するには，晴

好の変化が激しいことを考慮し，需要動向に合っ

た新製品を速やかに導入する点を指摘している。

つまり，これらは，共選共販という販売組織が

生産活動への取組みにおいても重要であることを

述べていると言える。しかし，小野 [1973Jで、は，
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共選共販組織が品質情報や技術情報の不完全性を

解消し，その成果を得ることができる点について

具体的な分析を行っていない。

切花の共選共販組織に関する研究として，情報

の側面からアプローチしたのもは，次の2点であ

る。

一つは，花き市場の取引形態を情報に関連した

取引費用を分析することによって，供給主体と需

要主体との交渉関係を明らかにした浅見 [1987]，

石田 [1987Jである。共選共販組織と卸売業者間

の継続的取引関係は，買い手の持つ価格情報・数

量情報と売り手の技術情報・生産計画情報を交換

しやすくするo そのため，これら情報収集にかか

る取引費用を節約することができ，この「中間的

な取引」形態が両者の共同利益を追求できるとし

ている。

もう一つは，共選共販体制が持続可能となる条

件を，月形町と当別町のカーネーションを事例に

考察した桟敷・土井 [1996Jである。その条件と

は，①選別時に個々の農家が規格外品を共選品に

入れることがないようなルール設定により，モニ

タリング機能を充実させ公平な選別を行うこと，

②産地内で比較的技術水準の高い農家も共選共販

開始後に以前よりも高い市場価格を実現できるよ

うに，品質の均一化とロット確保のための技術に

関する情報交流を行うこと，③需要動向の変化に

対応した新品目の切花を導入すること，である。

桟敷・土井 [1996Jから，切花の共選共販体制

の維持においても生産活動における品質情報や技

術情報が必要で、あると言える。なお，渥美半島の

キクの生産を事例にした石田口987]においても

ほぽ同様の指摘がなされている。

これら，品質情報及び技術情報に関する研究と

して以下がある。

まず，品質情報に関する研究として堀田[1995J

がある。堀田 [1995Jは，肥料，飼料，農薬など

の生産要素市場における農家と供給業者との取引

関係を示した。ここでは，それら商品の品目や品

質の規格が多様化し，複雑化し，専門化している

ため，商品に関する情報は明らかに供給業者の方

に著しく偏在しており，個別の零細農家は供給業

者の言うがままになり，正当に購入できる商品価

格より高く支払わなければならない点を挙げてい

る。そこで，それぞれの産地の農家は，個別農家

が負担すべき取引費用をできるだけ節約するため

に，取引面において機能的組織化が行われること

を指摘している。

堀田 [1995Jは，生産要素市場の分析において

以上のように結論付けているが，ここで指摘すべ

きは，堀田 [1995Jをはじめ，生産要素市場の分

析の中には，切花の種苗取引に関する研究はなく，

かっ，具体的な産地の取組みについて明らかにさ

れていないということである。

次に技術情報に関する研究として，坂本[1991J，

玉井 [1991Jがある。坂本口991Jでは，根室地

域の酪農家による生産者組織の活動として，生産

技術を含め経営全般を対象にした研究会活動を紹

介している。玉井 [1991Jは，中鹿追部落を典型

的事例として，農家間の技術情報交流を促進し，

生産技術の高位平準化をもたらした集落の運営

が，どのような運営形態の再編によるものであっ

たのかを明らかにしている。

生産者組織内の技術情報交流が，生産技術の向

上をもたらし，収量増加に寄与することは十分に

考えられる。しかし，生産者組織内の技術情報交

流が，収量増加に対しどの程度影響しているのか

を把握するには，農家自身の作付経験による収量

増加との識別が必要である。すなわち自己の作付

経験及び生産者組織内の情報交流による収量増加

への貢献度を，それぞれ定量的に把握することが

求められる。

c.本論文の構成
本論文は6章から構成され，第II章以降の内容

は次の通りである。

第II章では，北海道の切花生産の動向と販売組

織の変遷を，既存研究及び統計資料に依拠し，1992

年までの生産の拡大期と， 1993年以降の停滞期に

大別し整理するとともに，近年の変化を明らかす

るo

第III章では，北海道から道外への主要移出品目

である宿根カスミソウを取り上げ，草苅モデノレ(二

段階支出配分モデル)を適用し，地域聞の品質格

差を考慮した需要分析を行う。さらに，宿根カス

ミソウの供給量の増加が各地域(北海道，福島県，
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その他府県)の価格，数量，及び，販売額に与え

る影響についてシミュレーション分析を行う。

以上，第II章と第III章から，本論文の分析対象

である北海道切花の生産・販売面における課題を

示す。

続く，第N章，第V章では，これまでの章の内

容を踏まえ，切花生産における品質情報及び技術

情報の不完全性の解消に，共選共販組織の生産活

動がいかに寄与するかを明らかにする。

第N章では，品質情報不完全性下の切花の種苗

取引において，共選共販産地が個選共販産地に比

べ，品質情報の探索行動を通して，高品質な種苗

を購買する上で，どのような要因から有利となる

のかを，ゲーム理論を適用し明らかにする。

第V章では，新品目の生産において最適投入量

に関する情報の不完全性が，共選共販組織内の情

報交流に基づく農家の学習により減少し，収量増

加に与える効果を target-inputモデルを適用し，

定量的に明らかにする。

第VI章では，各章を要約した上で，本論文の結

論を述べる。

註

1)花きは，切花類(切花，切枝，切葉)，球根類，

鉢物類(鉢花，観葉植物，盆栽)，花壇用苗物

類，花木・庭園樹及び芝に分類される(農林

統計協会 [2000J)。
また，本論文では，都道府県を「地域」と

し，市町村を「産地Jとする。
2 )一般的に，資材購入は生産活動に含まれない。

しかし，本論文で取り上げる切花の種苗は，

品質情報の定義からも生産に与える影響が大

きいことから，生産活動の一部に含めること

とする。

3 )情報の定義として，永木 [1996Jはc.シャノ
ン， Gデ」ビスの定義に従い， I不確実性を減
少させ，経済的な行動目的があり，この行動

を方向づける意思決定を支援する。」ものとし

ている。これに関しては，浅見[1989J，麿政

[1993J，長谷部 [1996Jにおいても情報の概

念としてほぽ同様に扱われており，本論文で

もこれに従う。

なお，ここで定義した「品質情報」は， I種
苗」の品質に関する情報である。卸売市場に

出荷された「切花」の品質評価基準について

は，第III章で宿根カスミソウで取り上げるこ

ととする。卸売市場に出荷された切花の品質

差は，卸売市場での価格差に反映される。

第11章北海道における切花生産と販売組織

A.本章の課題
本章では，既存研究及び統計資料から，北海道

の切花生産の動向と販売組織の変遷を， 1992年ま

での生産の拡大期と 1993年以降の停滞期に大別

し整理するとともに，近年の変化を明らかにする。

なお，北海道の切花生産の歴史的な経緯に関す

る既存研究は，非常に少ない。本章では主に，吉

野 [1966J，荻間 [1986J，長尾・荻間・西村[1990J，

金子 [1992J，金子 [1993J，飯津 [1994J，土井・

飯津・富田 [1994J，富田 [1994J，荻間・三好・

金子 [1994J，を参考とする。

B.切花生産の拡大期(1992年まで)

北海道の切花生産は，古くは戦前から行われ，

札幌市を中心に広島町(現，北広島市)，当麻町，

旭川市，小樽市の都市近郊の農家が，個別に仏花・

稽古花を地場消費向けに出荷していた。花き生産

を行っている市町村数は 1965年で 22市町村とわ

ずかで，そのほとんどは，空知，石狩，上川，渡

島支庁に集中していた(表II-1) 0 1963年の道内

花き作付面積は 42.0haであった(吉野[1966J)。

生産品目は，作付面積でキクが47.2%(19.8 ha) 

と半分近くを占め，次いでカーネーション 5.7%

(2.4 ha)，ユリ 2.1%(0.9 ha)となっており，そ

の他の花きは 45.0%(18.9ha)ある。キク主体の

傾向は， 1980年代後半まで続いている。

吉野 [1966Jによる札幌市 (85戸)及び旭川市

(46戸)等の花き生産動向に関する報告書から，

当時を概観する。札幌市では，切花と鉢物の両方

を栽培する農家が全体の 43.5%(切花だけ 37戸，

鉢物類だけ 11戸，切花と鉢物の両方 37戸)を占

め，これら都市近郊農家では花きの専業的経営が

多く，労働力も家族労働ばかりではなく雇用労働

力を使用していた。また，栽培形態は，札幌市及



道内の花き生産は，これら私設市場に近い都市

近郊の専門的経営によって担われており，卸売業

者と密接に結びついた相対による個別販売が行わ

れてきた。 1981年に札幌花き地方卸売市場が開設

された後，農家は市場出荷へと変わって行ったが，

依然として個別出荷であり，産地内における生産

技術の積極的な交流も依然として行われていな

かった。

1970年以降の水回転作を契機に，月形町，当別

町を代表とする道央の稲作産地を中心として切花

生産が増加した。 1980年には 54市町村が花き生

産を行い，各産地内の農家戸数の増加から地場市

場向けに個選共販も行われるようになった(表

II -1) 0 1982年の切花類作付面積で，空知，石狩，

上川支庁が全体の 76.1%を占めていた(表II

2)。これら道内の切花生産の増加を受けて， 1981 

年には，札幌市の私設3市場が，準公設の花き卸

売市場として統合・整備され，小樽市においても，

小樽花き園芸卸売市場が開設された。

生産品目としては，従来の仏花・稽古花から，

カーネーション，宿根カスミソウを中心とする洋

花の生産が増加した。 1983年における切花類作付

面積 102.4haのうち，キクの割合は 35.6%(36.4 

ha)にまで減少し，カーネーションと宿根カスミ

ソウがそれぞれ 11.9%(12.2 ha)， 7.5% (7.6 ha) 
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支庁別の花き生産市町村数の推移

年次
1965 1970 1975 1980 1985 1990 1993 1998 

支庁

空知(27) 5 5 4 9 13 24 23 24 

石狩(10) 2 5 10 6 8 9 9 9 

上川(24) 7 5 9 10 13 16 17 20 

渡島(17) 4 5 4 7 8 13 11 8 

後志(20) 2 1 2 5 7 12 11 11 

Jlli振(15) 3 自 12 12 14 15 15 

十勝(20) 1 1 2 8 13 19 

網走(26) 1 l 1 8 14 15 

日高( 9) 1 3 6 7 

留萌( 9) 2 3 4 4 

檎山(10) 2 9 5 J 戸

釧路(10) 3 7 6 8 

根室( 5) 

宗谷(10) 1 3 

合計(212) 22 26 41 54 69 126 135 148 

出所)農林水産省北海道統計情報事務所「北海道農林

水産統計年報(市町村別編)Jより作成。

註 1)金子 [1993Jを参考にした。
註2)カッコ内は支庁別及び全道の市町村数合計で
ある。

支庁別の切花類作付面積の推移

(単位:a) 
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出所)北海道農政部「花きに関する資料」より作成。
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びその周辺町村106戸(この地域の約9割)の状

況から見て，露地栽培が花き栽培面積のうち

96.8% (56，630坪)とほとんどであり，施設栽培

は徐々にビニールハウスが増加してきたものの依

然として低い割合であった。

1960年代半ば近くまで，北海道では札幌市以外

に花きを取扱う卸売市場がなく，農家と小売業者

の直接取引が行われていた。花きの卸売市場が開

設されるまで，農家はたえず弱い立場にたたされ，

価格も極めて不安定であった。さらに小売業者か

ら農家への金払いも悪く，時には踏み倒しさえ行

われた。農家は，買い手である小売業者に有利な

取引に対し，それを改善する取組みを行った。旭

川市では，農家が魚菜市場へ出荷することで，販

売代金を迅速に受け取ることができるようになっ

た。しかし，魚、菜市場での切花のセリには，魚、菜

の小売業者も参加する。魚菜の小売業者にとって，

切花の販売は顧客へのサービスという考えが主で

あり生計維持に困難を伴わないこと，切花に対す

る知識が不十分であることから，切花の適正価格

より以上の，あるいは，より以下の価格を形成し

ていた。その後，花き小売業者の取組みもあり花

き専門の私設市場が1964年までに 2市場開設さ

れている。
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にまで増加した。

ところが，この切花生産の拡大は， 1983年に地

場市場の供給過剰を惹起し，切花価格が大暴落し

た。これが，カーネーション，宿根カスミソウを

中心とする洋花の道外移出への転機となり， 1980 

年代後半から各産地は徐々に共選共販による販売

対応を図るようになっていった。日本の好景気に

よる切花需要の増加も相まって，北海道の切花生

産は急速な成長を遂げた。花きに取組む市町村数

も1990年には 126市町村と全道の約6割になり，

1985年の約l.8倍にまで拡大した(図II-1，表

II-1)。産地も今までの稲作地帯から畑作地帯や

軽種馬産地など，道東・道北の酪農専業地帯を除

き全道的に拡大した。なお，道東では畑作との複

合形態で切花の導入がみられる。それらの農家は，

純粋な畑作経営というよりは野菜栽培の経験もあ

る場合が多く，ハウスの効率的利用の意味合いが

強い(金子 [1993J)。このような背景から，北海

道は切花専業的な農家の割合が低く，複合的な農

家の割合が高くなっている。北海道では， 1990年

において農業粗収入のうち，切花類組収入がilO%

以上の農家が9.0%とわずかで， 20%未満の農家

が55.7%と半数以上を占める(表II-3)。また，

この切花生産の増加は，急速な施設化を伴ったも

のである。施設面積率は 1975年の 32.8%から

1991年の 76.9%に達しており，全国のそれが

1991年で44.1%に過ぎず，北海道が施設生産に特

化していることがわかる(飯津 [1994J)。

1991年における北海道の切花類作付面積は

509.9 haで，宿根カスミソウ 104.3ha (20.4%) 

が最も多く，キク 57.7ha(1l.4%)，カーネーショ

ン53.2ha(10.4%)，スターチス 45.8ha(9.0%)，

トルコギキョウ 24.1ha(4.7%)の順となってい

る。キクは，新興産地のほとんどが宿根カスミソ

ウ，カーネーションに取組んだため， 1985年以降，

首位の座を降りている。宿根カスミソウとカー

ネーションの作付面積の増加とスターチスやトル

コギキョウ等のそれ以外の洋花生産も増加した

(図II-1)。

c.切花生産の停滞期(1993年以降)
1993年以降，景気の停滞などもあり北海道の切

花生産は，頭打ちの状態にある(図II-1) 0 1980 

年から 1992年までの 13年間の北海道の切花類実

質生産額は，年率 19.0%と大幅な伸びであった。

しかし，それ以降の期間では， 1993年の 10，626百

万円から 1997年の 9，771百万円へと停滞してい

る1)。

1997年における都道府県別の切花類生産額順

位は，愛知県 448億円(15.2%)，千葉県 177億円

(6.0%)，長野県 172億円(5.8%)，静岡県 165億

円 (5.6%)，福岡県 164億円 (5.6%)と続く。そ

れより下位の地域は 5%以下で，北海道98億円

(3.3%)は9位である。

1998年における北海道の切花類作付面積は

617.0 haであり，宿根カスミソウ 65.4ha 

(10.6%)，カーネーション 58.9ha(9.5%)，ユ

リ53.3ha (8.6%)，キク 48.9ha(7. 9%)，スター

チス 48.4ha(7.8%)，トルコギキョウ 40.7ha 

(6.6%)の順となっている。キクは 4位まで順位

を下げたが， 1， 2位の宿根カスミソウ，カーネー

ションも作付割合が減少している。カーネーショ

ンの作付面積はほぽ横ばいであるが，宿根カスミ

ソウの作付面積は 1991年と比較して 4割近く減

少している。また，作付割合がかろうじて 10%以

上あるのは宿根カスミソウだけであり，ユリ，ト

ルコギキョウの増加をはじめとして，デlレブイ

ニューム，ラークスノTー，アルストロメリアといっ

た図II-1にある「その他切花」の割合 (39.6%)

がさらに増加し，道外移出向けに多品目生産が一

層進行した。 1996年と 1998年の支庁別の作付面

積を比較すると，空知，石狩，上川支庁の作付面

積は横這いか減少傾向にあり，日高，網走支庁等

の増加が見られる(表II-2)。

北海道の月別出荷動向を見ると，年を重ねるに

つれ出荷数量は増大しているが， 6月から 10月ま

での夏・秋期をねらった出荷を行っていることが

わかる(図II-2)o6月から 10月までの出荷割合

は， 1986年から 1988年の平均で93.4%，1994年

から 1998年の平均で86.4%と減少しているもの

の 8月の出荷量を最大とした出荷動向はほぼ同

ーである。道外への出荷量は年々増加しており，

出荷割合は 1986年の 25.4%から 1998年の

59.4%と全出荷量の 6割近くを移出している。移

出先は，関東が6割以上であったが，東海，近畿
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図II-1 北海道の品目別作付面積の推移

出所)北海道農政部「花きに関する資料jより作成。

表II-3 農業組収入に占める切花類粗収入の割合別農家戸数

(単位:戸，カッコ内は%)

年次 80%以上 80~50% 50~20% 20%未満 合計

1975 86 58 103 224 471 

(18.3) (12.3) (2l. 9) (47.6) (100.0) 

1980 72 31 110 212 425 

(16.9) ( 7.3) (25.9) (49.9) 000.0) 

1985 89 90 178 288 645 
(13.8) (14.0) (27.6) (44.7) (100.0) 

1990 199 236 547 1，236 2，218 

( 9.0) (10.6) (24.7) (55.7) (100.0) 

1995 277 293 630 1. 061 2，261 
(12.3) (13.0) (27.9) (46.9) (100.0) 

1997 196 305 723 1，023 2，247 
(8.7) (13.6) (32.2) (45.5) (100.0) 

出所)農林水産省北海道統計情報事務所「北海道農林水産統計年報jより作成。

の割合が増え 5割を切るようになった(図II-

3)。
表II-4から， 1997年度に北海道で道外出荷量

が多い品目は，カーネーション(24，532千本)，ス

ターチス (9，392千本)，デJレフイニューム (8，636

千本)，宿根カスミソウ (4，535千本)，ユリ (3，617

千本)， トルコギキョウ (3，568千本)となってい

る。品目別の道外移出量は，図II-1の品目別作付

面積と同様の傾向にあり，北海道切花が道外移出

向けの生産に集中していることがわかる。また，

道外移出割合が高い品目は，ラークスパー

(91. 7%)，コスモス (87.6%)，デルフイニュー

ム (87.3%)，サンダーソニア (8l.4%)，宿根カ

スミソウ (78.7%)，スターチス (74.5%)となっ

ている。道外移出割合の高い品目は，宿根カスミ

ソウやスターチスなどを除けば，北海道において

1990年代に入ってから導入された新品目である。

北海道が，多数の新品目を道外移出向けに導入し，

生産していることがわかる。

表II-5，表I1-6は，それぞれ 1995年における

全国及び北海道の品目別出荷状況である九 1団

体当たりの出荷量(単位出荷量)では，北海道は
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出所)北海道農政部農産園芸課「花き産業振興総合調査」より作成。
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出所)北海道農政部農産園芸課「花き産業振興総合調査」より作成。

いずれの品目を比較しでも全国平均よりも低い状

態で，切花類合計で全国が639千本であるのに対

し，北海道は 241千本と全国の4割にも満たない。

その原因として，前述の通り北海道の切花生産の

多品目化が，ロットのまとまりを悪くしているこ

とを指摘できる。宿根カスミソウは北海道の主要

生産品目であるが，単位出荷量は全国水準の

43，3%でしかない。単位出荷量が多いカーネー

ション，キクでさえ，全国の水準からは格段に少

ない。次に共選を行っている団体の割合を見てみ

る。結論として北海道は全国に比べて，その割合

が非常に低いことが指摘できる。共選団体の割合

を比較すると切花類合計で，全国43，6%，北海道

27，3%とその特徴が窺える。北海道の中では宿根

カスミソウは，道外移出量と移出割合が高く，共

選割合も 40.4%と高い方である。しかし全国に比

べて 10%も低い。

北海道の宿根カスミソウの出荷時期は，高冷・

寒冷地域が競合する 6~10 月である。北海道の最

大の競合地域は，福島県である。福島県は，共選

を行っている団体の割合が64，3%，1団体当たり

の出荷量が181千本と北海道 (40.4%， 117千本)

を大きく上回っているo

このことに関連して，土井・飯津・富田 [1994J
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表II-4 北海道の切花類の品目別出荷先状況 (1997年度)

(単位:千本，カッコ内は%)

ロロ口 日 北海道 東北 関東 東海 近畿 その他 合計
道外
移出計

カーネーション 12.033 1，248 11.534 858 7，029 3，863 36，565 24，532 (67.1) 

スターチス 3，214 228 3，232 818 4.270 844 12，606 9，392 (74.5) 

デルフイニューム 1，257 111 4.414 995 2.130 986 9，893 8，636 (87.3) 

宿根カスミソウ 1.228 182 1，728 354 1.772 499 5.763 4.535 (78.7) 

ユリ 2.269 112 1，809 419 667 610 5.886 3，617 (61.5) 

トルコギキョウ 3，987 20 1，598 440 1.137 373 7.555 3，568 (47.2) 

アルストロメリア 5，147 25 1，301 522 734 117 7，846 2.699 (34.4) 

ラークスノ，- 164 13 821 163 646 176 1，983 1，819 (91.7) 

コスモス 219 12 826 76 510 118 1，761 1，542 (87.6) 

キク 9，320 。 165 。 899 190 10，574 1，254 (11. 9) 

サンダーソニア 212 25 390 73 281 157 1.138 926 (81.4) 

ヒマワリ 1.098 3 382 98 185 134 1，900 802 (42.2) 

フリージア 1.210 。 273 122 196 28 1.829 619 (33.8) 

キンギョソウ 645 13 133 20 228 44 1，083 438 (40.4) 

チューリップ 1.126 。 84 O 165 19 1，394 268 (19.2) 

ストック 585 。 63 21 38 103 810 225 (27.8) 

リンドウ 882 。 56 11 22 36 1.007 125 (12.4) 

ノ可フ 4.070 。 6 O 。 。4.076 6 ( 0.1) 

その他切花類 11.928 408 6，172 1，136 3.936 1.844 25.424 13，496 (53.1) 

JEbh Z 計 60，594 2.400 34，987 6.126 24，845 10.141 139，093 78.499 (56.4) 

出所)北海道農政部 (1993)I平成 10年度花き関係資料」より作成。

は，卸売市場の整備統合，大型化の進展に対応し

て，北海道内の産地の共選共販体制を早急に確立

すべきことを指摘している九これと同様な指摘

が，荻間 [1986J，金子 [1993J，荻間・三好・金

子 [1994J においてもなされている。

また， 1998年における北海道の「北海道花き生

産振興方針」でも， r出荷規模のまとまりの小さい
ことや，生産・出荷体制の整備が遅れていること

により，長期安定出荷の市場の要望に応えられて

いない。」と述べられている九対応策として，共

選共販の推進が挙げられていることからも，今後

の北海道の切花生産におげる共選共販体制の確立

は重要であり，販売対応の面から考慮するに，そ

の有効性は明かである。

D.まとめ
北海道の切花生産は戦前から行われ，都市近郊

農家が地場消費地ヘキクを中心とした仏花・稽古

花を個別に出荷していた。 1970年代からの水回転

作以降は，道央の稲作産地を中心として切花を導

入し，個選共販による地場市場への出荷が見られ

るようになった。しかし， 1980年代半ばから地場

市場への供給が過剰となった。このことが，カー

ネーションや宿根カスミソウといった洋花の道外

移出への転機となり，徐々に共選共販による販売

対応を図るようになった。所得増加による切花需

要の増加に伴い，北海道の切花生産は拡大した。

ところが， 1990年代に入り景気の停滞もあり，

北海道の切花生産は頭打ちの状態にある。道外移

出の主軸であるカーネーション・宿根カスミソウ

の作付面積は横ばい・減少の傾向にあり，他の洋

花品目の割合が増加している。共選を行っている

出荷団体は， 1995年で4割から 5割前後にまで増

加している。しかし，その割合は全国平均よりも

低く，かつ 1団体当たりの出荷量も少ないのが

現状である。北海道で道外移出量及び移出割合が

高い宿根カスミソウでさえ，最大の競合地域であ

る福島県と比較すると，共選を行っている出荷団

体の割合 1団体当たり出荷量は大きく下回る。
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表II-5 全国における切花類の品目別出荷形態 (1995年)

(単位:団体，千本，カッコ内は%)

選花・選別の方法 共同輸送 代金決済

単位 共選 個選 出荷団体 して して 出荷団体 プール 出荷団体
のうち， のうち， 個人 のうち，

品 目 団体数 出荷量 出荷量団体数 出荷量 団体数 出荷量 共選団体 いる いない共同輸送 計算 プール計
数の割合 の割合 算の割合

キク 893 1，454，353 1，629 409 1，172，266 484 282，087 (45.8) 710 183 (79.5) 430 463 (48.2) 
カーネーション 308 412，293 1，339 140 252，196 168 160，097 (45.5) 237 71 (76.9) 128 180 (41.6) 
宿根カスミソウ 308 83，142 270 158 66，507 150 16，635 (51.3) 245 63 (79.5) 162 146 (52.6) 
ノすラ 317 232，614 734 129 131，301 188 101，313 (40.7) 241 76 (76.0) 123 194 (38.8) 
スターチス 475 121，335 255 226 86，708 249 34，627 (47.6) 384 91 (別 8) 246 229 (51.8) 
トルコギキョウ 558 78，878 141 249 54，198 309 24，680 (44.6) 445 113 (79.7) 244 314 (43.7) 
ユリ 451 104，114 231 201 75，817 250 28，297 (44.6) 352 99 (78.0) 216 235 (47.9) 
スイ~卜ピー 64 103，028 1，610 35 66，732 29 36，296 (54.7) 55 9 (85.9) 39 25 (60.9) 

キンギョソウ 117 13，777 118 51 5，199 66 8，578 (43.6) 85 32 (72.6) 47 70 (40.2) 
その他切花類 2，147 996，613 464 861 506，962 1，286 489，651 (40.1) 1，678 469 (78.2) 963 1，184 (44.9) 

切花類合計 5，638 3，ω0，147 639 2，459 2，417，886 3，179 1，182，261 (43.6) 4，432 1，206 (78.6) 2，598 3，040 (461) 

出所)農林水産省統計情報部 (1997)I平成 7年花き集出荷機構調査報告Jより作成。

表II-6 北海道における切花類の品目別出荷形態 (1995年)

(単位:団体，千本，カッコ内は%)

選花・選別の方法 共同輸送 代金決済

単位 共選 {固選 出荷団体 して して 出荷団体 プール 出荷団体
のうち， のうち， 個人 のうち，

品 日 団体数 出荷量 出荷量団体数 出荷量 団体数 出荷量 共選団体 いる いない共同輸送 計算 プール計
数の割合 の割合 算の割合

キク 20 8，170 409 2，597 16 5，573 (20.0) 13 (35.0) 15 (250) 

カーネーション 35 29，262 836 11 17，617 24 11，645 (31.4) 18 17 (51.4) 14 21 (40.0) 

宿根カスミソウ 52 6，062 117 21 4，305 31 1，757 (40.4) 31 21 (59.6) 23 29 (44.2) 
パムブー 22 3，922 178 6 2，343 16 1，579 (27.3) 11 11 (50.0) 17 (22.7) 
スタ」チス 55 12，240 223 18 ι474 37 7，766 (32.7) 31 24 (56.4) 22 33 (40.0) 
トルコギキョウ 53 5，569 105 14 1，781 39 3，788 (26.4) 33 20 (62.3) 14 39 (26.4) 

ユリ 40 2，668 67 11 1，459 29 1，209 (27.5) 20 20 (50.0) 10 30 (25.0) 
スイートピー 372 93 205 2 167 (50.0) l 3 (25.0) l 3 (25.0) 
キンギョソウ 20 1，098 55 732 14 366 (30.0) 12 (60.0) 14 (30.0) 

その他切花類 102 27，821 273 17 4，619 85 23，202 (16.7) 50 52 (49.0) 22 80 (21.6) 

切花類合計 403 97，184 241 110 40，132 293 57，052 (27.3) 214 189 (53.1) 122 281 (30.3) 

出所)農林水産省統計情報部 (1997)I平成 7年花き集出荷機構調査報告jより作成。

以上より，本章では北海道の切花生産が停滞し 2) I平成 7年花き集出荷機構調査報告J(農林水
ている状況において，新たな品目・品種の導入， 産省統計情報部)は， 1990年に 38都府県で実

ロットの確保，共選共販体制のさらなる確立が求 施した調査に引き続き，新たに北海道を含め

められる点を明らかにした。 全国 47都道府県の集出荷団体，集出荷業者，

多量出荷農家，協業経営体，会社を対象とし

E主 た「抽出調査Jの結果である。しかし，概ね
1 )北海道の切花類農家戸数も， 1980年の 425戸 の傾向は反映していると想定され，またこれ

から 1992年の 2，474戸へと大幅に増加して に代わるデータが存在しないため，この資料

いるが， 1993年から 1997年では 2，456戸か から類推した。

ら2，247戸へと頭打ちの状態にある。 3 )この指摘は，北海道におけるカジュアルフラ
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ワ一生産の可能性について，今後の改善・強

化点を示したものであるが，それ以前の北海

道花きの基本的な課題として論じられてい

る。

4 )北海道農政部農産園芸課 [1998Jより引用し

た。

第111章地域間の品質格差を考慮した切花需要

分析

一一宿根カスミソウを対象として一-

A.本章の分析課題

各地域が卸売市場において有利な販売を行うに

は，地域ごとの出荷物に対する需要構造の把握が

必要である。つまり，同一品目内において品質格

差が見られるのであれば，地域ごとの出荷物に対

する需要構造は異なり，各地域の供給量増加が販

売額に与える影響は違ったものとなる。

本章では，道外移出の主要品目である宿根カス

ミソウの地域ごとの出荷物に対する需要構造を明

らかにするために，卸売市場における地域聞の品

質格差を考慮した需要分析を行う。さらに，宿根

カスミソウの供給量増加が，各供給地域の価格，

数量，及び販売額に与える影響についてシミュ

レーション分析を行う。

花き部門における需要分析としては，家計消費

をデータとした槻 [1990J，下山 [1993J，卸売市

場データをもとに品目ごとの需要分析を行った滝

沢 [1994J，半田 [1996J等があるが，地域聞の出

荷物の代替関係を考慮した分析はない。

地域間の品質格差を考慮した需要分析として，

野菜市場にアーミントンモデルを適用した金山

[1991Jがある。アーミントンモデノレは，特定の

財の品質問代替関係を捉えることができるが，各

品質問の代替の弾力性が一定の値をとる。本章で

は，代替の弾力性が一定という仮定をおかない，

草苅モデルを適用して分析を行うこととする。

分析期間は，北海道の宿根カスミソウの出荷時

期であり，高冷・寒冷地域が競合する夏・秋期(6 

~10 月)とする。第 II章で述べたように，この期

間における北海道の最大の競合地域は，福島県で

ある。福島県は，北海道に比べて共選共販体制が

確立されている地域である。

以下， B.では宿根カスミソウ市場の概要を整理

し， c.において需要分析を行う。 D では各地域の
供給量の増加が価格，数量，及び販売額に与える

影響を分析し， E.はまとめとする。

B.宿根カスミソウ市場の概要
a.作付及び出荷動向

宿根カスミソウは，ナデシコ科の二年以上の生

長サイクルを繰り返す耐寒性のある草本で，花は

八重咲きで白色のものが一般的である。宿根カス

ミソウは，業務用から家庭用まで幅広く使われ，

テープル花や花束として単独で使われるととも

に，多数の小花が霞のように広がる草姿から他の

花を引き立たせ，花全体のボリューム感をだすた

めの添え花として利用される。

日本へはじめて渡来したのは 1879年であるが

生産の対象品目としては定着せず， 1970年代に種

苗会社のミヨシ商会(株式会社ミヨシ)が組織培

養による無病化の母体を用いて，ミスト繁殖での

増殖を行ったことにより首の供給体制が整い，栽

培の普及をもたらした。園内における宿根カスミ

ソウの生産は， 1975年以降から千葉県，和歌山県，

高知県，熊本県，及び，長野県で導入されたこと

に始まる。

現在，日本で生産されている宿根カスミソウの

品種は， 1935年にイギリスで開発されたブリスト

ルフェアリーが主であり，作付面積の 80%以上を

占める。切花は，非食料品であり箸{多品としての

性格が強く，需要サイドのトレンドの変化を反映

して一般的に品種ごとのライフサイクルが短い。

そのため，草花類の種苗法にもとづく登録品種数

(1999年12月末まで)は 56.2%(4，297品種)と

最も多い。他の切花の場合，農家は同一品目の中

でも市場評価のとれそうな品種を選択し生産を

行っているが，宿根カスミソウは全国的にほぼ同

一品種を生産し品種系統の差がないために高品質

化を目指し市場評価を得ている。

切花の全国出荷数量での品目順位は， 1995年で

キク (36.5%)，カーネーション(10.5%)，ノてラ

(8.4%)，ユリ (3.2%)，スターチス (2.6%)，

トルコギキョウ (2.1%)，ガーベラ (2.1%)，そ

して第8位の宿根カスミソウ(1.9%)と続く。図
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III -1は，全国の宿根カスミソウの作付面積及び

出荷数量である。出荷数量は 1989年まで，作付面

積は 1992年まで非常に高い伸びをしており，その

後徐々に減少傾向にある。 1995年の全国作付面積

は508haで，作付面積シェアは，熊本県が19.7%

で最も高く，次いで北海道17.7%，福島県13.6%，

和歌山県12.2%，長野県6.6%と続く。全国的に

作付面積は減少傾向にあるが，特に減少の割合が

高いのは長野県で， 1992年と比較して 1995年で

は，作付面積が55.7%に減少した。逆に増加した

県は福島県で，同年で比較して 121.1%となって

いる。

図III-2は，東京都中央卸売市場における出荷

地域ごとの取扱数量及び市場平均価格である

(1995~1997 年の平均)。なお，東京都中央卸売市

場での宿根カスミソウの取扱数量は， 1995年で全

国生産量 (105，500千本)のうち 15.1%(15，948 

千本)を占める。市場全体の動きを見ると，和歌

山県，熊本県を中心とする暖地からの出荷は主に

11~5 月噴にかけて，福島県，北海道といった高

冷・寒冷地の出荷は 6~10 月に行われ，暖地と高

冷・寒冷地の出荷時期は，ほぽ二分される。

取扱数量は年度始め・終わりの各種行事や母の

日のある 3~5 月に多く，夏・秋期の 6 ~10 月が

極端に少ない。夏・秋期の取扱数量 (17，563千本)

は，全体の23.3%(4，089千本)しか占めていな

い。春・夏期に生育する宿根カスミソウは，よく

生長し開花するが，①花芽が雄ず、い形成期に高温

600 

500 

1400 

面
積 300

200 

100 

(夜温が約 22度以上)を受けると，各雄ずいが弁

化して花弁数が増加し，奇形花(ダンゴ花)が生

じる，②高温下で生育すると節間伸長が抑制され

低い草丈で開花してしまうことや，湿度が高いと

病害虫(ハダニ，ガの幼虫)の発生も起きやすい，

③夏の高温を受けると生長活性が低下し，生理的

に高所ロゼ、ツト(休眠状態)を形成しやすいこと

が指摘できる。そのため，この時期に暖地で良品

質の切花を生育することは難しく，高冷・寒冷地

での栽培が中心となる。

次に市場平均単価をみると， 1~5 月が比較的

低く，取扱数量が減少する 6月から徐々に上昇す

ることが見て取れる。特に 9，10月は，ボリュー

ム感をだすための業務用に使用されたり，ブライ

夕、ル等での需要が増加するため価格が高くなる。

また，出荷時期が同じであっても，出荷地域に

より価格差が生じる。石川 [1967]は，同一農産

物におげる価格差の要因として，規格，等級，銘

柄という「狭義の品質J，品種系統，販売時期，包
装・荷姿という「広義の品質」を指摘している。

宿根カスミソウの相対的な品質の高さ決める主

な評価基準を，卸売業者への聞き取り調査及び河

野 [1994J，藤田 [1994Jから整理すると，次の5
点である1)。

①ボリューム感:ボリューム感がある宿根カス

ミソウの場合，主茎が長くまっすぐに伸びている。

花は着膏数，開花数が多く，黒ずんだ萎調花や奇

形花(ダンゴ花)はない。花梗(花を支える枝の

(千本)
140，000 

120，000 

100，000 

80，000事
数

60，000 量

40，0∞ 

20，000 

1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 

年次

亡コ作付面積 4 ー出荷数量

図III一l 宿根カスミソウの全国作付面積及び出荷数量

出所)農林水産省農産園芸局果樹花き課「花きの生産状況等調査」より作成。
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図III-2 宿根カスミソウの地域別出荷数量と市場平均価格の月別推移

(l995~1997 年の平均)

出所)東京都「東京都中央卸売市場年報花き編」より作成。

部分)は短くて，花が密生している。ボリューム

感がないものは，枝の分校が少なかったり，開花

した小花数が少ない。あるいは，ボリューム感の

ある宿根カスミソウと同じ小花数で、も，小花の花

梗及び側枝の節聞が長いと花着きがまばらで寂し

い印象を与える。

②軟弱度:切花を垂直あるいは水平にしたと

き，切花の主茎や側枝が曲がらない程度の硬さが

必要であり，第 1次，第 2次側枝も軟弱でない方

が良い。主茎や側枝がやわらかいと左右によれて

しまい，だらしなく鮮度が低い印象を与える。

③花の色:同じ白色でも出荷地域によって色の

鮮やかさに違いがある。また，最初に咲いた小花，

あるいは上部各花序の最初に咲いた花が黒く (黒

花)なると，その付近の花も白色が冴えない。花

の色が黒くなる原因には，頂花や開花のすすんだ、

頂部の小花が湿度を過剰に吸収した場合や，高温

期に開花が急速に進んでしまう場合，または高温

期の輸送途中のムレが挙げられる。

④花持ち(日持ち):花持ち日数が長いと流通段

階のロス率が低く，消費段階ではその鑑賞日数も

長いため消費者を満足させることができる。花持

ちが悪くなる原因は，開花時期に気温が高くなり

開花の進行が早くなってしまうことや，水揚げが

悪い場合が挙げられる O また，暖地の冬期栽培で

は，換気不足による高温多湿が原因で軟弱な切花

になり水揚げが悪く，日持ちを悪くすることもあ

る。

⑤規格，等級:選別が徹底していること。出荷

者によって規格は違うが， 2 L， L， M， Sは，そ

れぞれ 90cm， 80 cm， 70 cm， 60 cmでおおよそ

出荷され，花の状態で規格ごとに優と秀の区分が

ある。

なお，①ボリューム感，③花の色，④花持ちに

ついて集荷時のタイミングである， I切り前」が品
質に与える影響もある。切り前が早いと卸売市場

へ出荷したときに開花率が低く花にボリューム感

がなくなり，逆に開花が進みすぎると頂花や次の

花序の頂花が黒くなり花持ちが悪く，清潔感がな

くなる。

本章の分析対象期間に出荷される北海道と福島

県の宿根カスミソウは，他県よりも②軟弱度，③

花の色，で評価が高い。さらに，福島県と北海道

を比較すると，福島県が北海道よりも品質面で有

利であることを指摘できる。一つは，⑤規格，等

級に関わる選別が行き届いており，それぞれの箱

の中の切花の個体差が小さいということ。もう一

つは，輸送に関してである。 1996年時点で，北海

道の道外出荷の輸送手段のうち 75.0%を航空機

が占め，道央から出荷する場合，東京市場でセリ
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にかけるまで2日かかるOこれに対して福島県は，

トラック輸送で東京市場へ 3~4 時間で出荷で

き，セリにかけるのは採花・選別の翌日となる。

この輸送時間の差に加え，北海道の場合，空港で

の積み替え時に常温にさらされることで切花の鮮

度が下がり，品質が低下してしまう。なお，この

輸送の問題に関しては，宿根カスミソウばかりで

はなく，北海道切花に共通して言えることである。

次の b.では，分析対象期間である夏・秋期の宿

根カスミソウの取扱数量と価格の推移を見る。

b.取扱数量と価格

表III-1と表III-2 は，それぞれ 1991~1997 年

における 6~10 月の東京都中央卸売市場での取

扱数量及び平均価格を示している九

市場全体の取扱数量は， 1994年まで増加を続け

ているが， 1995年以降停滞している。 1997年の出

荷数量で福島県 (58.8%)が最も多く，次いで北

海道(17.1%) となっている。その他府県の出荷

割合は減少傾向にあり，その中でも表にはないが

1988年では，長野県 (25.9%)が最も多く 1997年

には 6.7%に減少し，それに代わって福島県の

シェアが大幅に増加している。北海道の取扱数量

の割合は，1991年を除きほぽ20%前後で推移して

いる。

市場平均価格に関しては，どの年を比較しでも

その他府県に比べて北海道と福島県は高い。福島

県の平均価格は，ほとんどの年で北海道よりも高

く，特に 1995年以降両地域の価格差は大きくなっ

ている。北海道と福島県は， 1991年の 190円代が

最も高いがその後下がっており，一方，その他府

県の価格は 1992年以降ほぼ横這いであることか

表III一2 宿根カスミソウの地域別市場平均価格

( 6月から 10月まで)

(単位:円)

年次 北海道 福島県 その他府県 市場全体

1991 199.3 197.1 116.5 171.0 

1992 172.0 172.3 105.5 148.0 

1993 180.2 182.0 88.4 152.5 

1994 149.4 141.1 125.4 138.0 

1995 128.2 138.3 102.5 126.8 

1996 118.6 138.8 101. 8 123.5 

1997 122.0 140.9 104.0 128.8 

出所)東京都「東京都中央卸売市場年報花き編」より

作成。

ら，北海道・福島県との価格差が縮小したことが

わかる。

以上の地域別の取扱数量の背景には，道路網の

整備や鮮度保持技術の進歩に伴って，夏季に生産

の減退する府県に代わり低コストで生産可能な福

島県や北海道などの高冷地，寒冷地の取組みが

あった。また，北海道は福島県に比べて前述の通

り，輸送時間及びコーノレドチェーンが途中で中断

されてしまうことから，宿根カスミソウの品質面

で不利である。この北海道と福島県の品質差が価

格差に反映されているものと考えられる。北海道

では， 1990年より航空運賃が従来の重量基準から

容積加算に改正されたため運賃が倍近くに高くな

り，市場価格の下落から見ても北海道は非常に厳

しい状況にある。そのため，北海道では 1990年よ

り冷凍トラックやクールコンテナ(JR)による共

同輸送も徐々に増えてきている。

表IIIー l 宿根カスミソウの地域別市場取扱数量と割合(6月から 10月まで)

年次 北海道 福島県

1991 731，545 (32.0) 794，451 (34.8) 

1992 467，589 (18.0) 1，180，826 (45.6) 

1993 947，082 (26.4) 1，530，014 (42.6) 

1994 618，099 (15.6) 2，233，352 (56.5) 

1995 876，447 (22.2) 2，047，494 (51.9) 

1996 866，624 (21.2) 2，006，201 (49.1) 

1997 672，803 (17.1) 2，314，715 (58.8) 

出所)東京都「東京都中央卸売市場年報花き編」より作成。

(単位:本，カッコ内は%)

その他府県

760，074 (33.2) 

939，128 (36.3) 

1，114，259 (31. 0) 

1，099，331 (27.8) 

1，024，083 (25.9) 

1，216，748 (29.8) 

945，905 (24.0) 

言十

2，286，070 (100.0) 

2，587，543 (100.0) 

3，591，355 (100.0) 

3，950，782 (100.0) 

3，948，024 (100.0) 

4，089，573 (100.0) 

3，933，423 (100.0) 
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c.草苅モデルに基づく需要分析
a.分析モデル

本章で適用する草苅モデルは，同一品目内にお

げる品質問の代替関係を捉えるために，二段階支

出配分モデルである九二段階支出配分モデルは，

第一段階で所与の支出制約のもとでの各品目ごと

の最適需要量を決定し，第二段階では，第一段階

で決定された品目への需要量を所与として対象と

する切花の品目内における各地域からの出荷物へ

の最適な需要量を決定する。第二段階を経て得ら

れた地域ごとの需要量は，所与の効用水準の下で

支出を最小化する補償需要となる。

草苅モデルでは，第二段階の制約条件である副

効用関数が品目の需要量に関する集計関数であ

り，副効用関数は地域の需要量に関して一次同次

と仮定する。そこで，集計関数と双対の支出関数

及び第一段階で得られる i品目の通常の (Mar-

shallian)需要関数から補償需要の自己価格及び

交差価格弾力性を求め， Slutsky方程式をあては

めて整理すると，次の通常の需要の自己価格及び

交差価格弾力性が与えられる。

明
OJnXii二 5;;(ηi+σJ 
olnPij 0ij ¥I{ (1) 

olnγ 
一~二5ik(1'/i十品 (2)
olnρzhq 

ここで，XiJはj地域の i品目の市場取扱数量，

ρ'J とあhはj，k地域の i品目の市場価格，Sijと

5i々は i品目に占める j，k地域の支出シェア， ηzは

i品目全体の需要の価格弾力性， σjjとσjkは

Allenの代替の偏弾力性を表す。

b.計測方法とデータ

上記(1)， (2)で表される通常の需要の自己価格及

び交差弾力性を求めるのに必要なパラメータは，

i品目全体の需要の価格弾力性，z品目の支出額に

占める j地域と h地域の支出シェア，そして代替

の偏弾力性である。

1)宿根カスミソウ全体の自己価格弾力性(め)

は，次の計測式より推計されたパラメータ a1とす

る。

lnq，こrk:J十a11np，+のlny，十21btDMt(3)

ここで，q，はt期の市場取扱数量，P，はt期の

市場価格(消費者物価指数総合で実質化)， y，はt

期の一人当たり実質民間最終消費支出，DMtは月

別ダミーである 4)0 rk:Jは定数項，a1とのはそれぞ

れ需要の価格弾力性と所得弾力性，んは月別ダ

ミーのパラメータを表す。

2 )草苅モデルは，各地域の支出シェア (5ij)

と各地域聞の代替の弾力性 (σ)を，支出関数にお

いて数量指数Xにも一次同次性を仮定して，単位

数量支出関数から計測する。関数型はトランスロ

グ型で特定化し，その際対称性条件，価格につい

ての一次同次条件を仮定する九

lnc=α。+芦1偽lnρ7+21仏

+協孟ん附nρ; ω 

+芦IZlblnP74

c = c / (P3 • X)， pi二 ρ1/P3'ρ;=ρ2/あとする。
ここで， Cは対象品目への支出額， ρHん，P3は

各地域からの出荷物の市場価格，めは月別のダ

ミーを表す6)。

(4)よりシェファードの補題から(5)の各地域の支

出シェア式を得る。

。lnc J 
JK=α'j + ~ßjklnM + ~ Yj品 (5)。lnρ k二 l' ， ~1 

これら，支出関数及び支出シェア式を Zellner

のSUR法で計測する。支出関数の係数より各地

域の支出シェアの平均値は αJで与えられ，代替の

偏弾力牲は以下の通りである。

σjj二 (sjJ十σ}-aJ/cd (6) 

σjkニ (βjk+αJ・仇)/αJ・αk (7) 

対象地域の分類は，北海道，福島県，その他府

県とする。分析期間は，継続的出荷がなされてい

る北海道と福島県の数量シェアが60%を越えた

1991~1997 年とし，寒冷・高冷地域の出荷時期で

ある 6~10 月とする。卸売市場の月別数量と価格

のデータは， I東京都中央卸売市場年報J(東京都)
による。なお，対象地域の分類として，長野県も

継続的な出荷がなされているが，前述のとおり市

場全体に占めるシェアが小さいことからその他府

県に含めた。
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C.計測結果

表III-3は，宿根カスミソウ市場全体の需要関

数の計測結果である。需要の消費支出弾力性は，

4.196と非常に弾力的である。卸売市場における

宿根カスミソウの所得弾力性を計測した既存研究

がないためこの値との比較をすることはできない

が，滝沢 [1994Jの東京都地方卸売市場を対象と

した需要分析においても， 1974~1987 年の期間で

所得弾力性が1を越える弾力的な品目(パラ，他

ユリ，ストック)が見られる。また，末端小売段

階である家庭用の切花需要において消費支出弾力

性は，掛 [1990J の計測では 1980~1988 年で

2.525，下山 [1993Jでは， 1983~1990 年で 3.018

となっている。これらのことから，宿根カスミソ

ウの消費支出弾力性が弾力的となることはおおむ

ね妥当と考えられ，農産物の中でも非食料品であ

り者イ多品としての性格が強いことがわかる。

宿根カスミソウの需要の価格弾力性は-0.573

であった。全国卸売市場データをもとに 1984~

1994年の期間で宿根カスミソウの需要関数を計

測した半田 [1996Jでは，需要の価格弾力性は

0.785であり，本章の計測結果は若干低い値と

なっているが非弾力的であり，ほぽ類似した値と

なった。この市場全体の需要関数の計測結果から，

宿根カスミソウの需要は価格よりも所得の影響が

大きし近年の需要の停滞が不景気の影響を強く

受けた結果であることが理解できる。

表III-4は，支出関数の計測結果である。パラ

メータについて 5%有意水準でゼ、ロと有意差が認

められないものが3あったが，その後の計算には

そのまま用いた九自由度修正済み決定係数は，支

出関数で0.896，北海道と福島県の支出シェア式

でそれぞれ0.563と0.693であった。また，計測

したパラメータの値から，正常な支出関数とみな

す際の単調性条件と支出極小の十分条件は満たさ

れている。

表III-4のパラメータから求められる代替の偏

弾力性の値は，表III-5の通りである。代替の偏弾

力性の値は，小さい順に北海道とその他府県で

0.900，北海道と福島県で 1.185，福島県とその他

府県で 1.793である。これらの値から，切花の卸

売市場において各地域の出荷物を異なる品質のも

表I1I-3 宿根カスミソウ需要関数の計測結果

推定値 t値

a。 -40.179 ( -3.26) 
a， -0.573 ( -4.12) 

a2 4.196 ( 4.71) 

b， -0.276 (-3.56) 

b2 -0.509 ( -5.22) 

b3 -0.070 (-0.67) 

R2 0.834 

註)カッコ内は t値， R2は自由度調整済み決定係数
である o

表III-4 支出関数の計測結果

推定値 t値 推定値

ιr。 -4.768 ( -229.45) Yl2 0.087 

ι'1 0.305 9.52) Yl3 0.142 
官2 0.305 7.11) Y21 0.234 
官3 0.390* γ22 0.384 
βII -0.005 0.07) Y23 0.357 
β12 0.017 0.17) Y31 0.345* 
β13 -0.012キ Y32 0.297* 
β22 -0.112 ( -0.66) Y33 0.215* 
β23 0.095学 τl 0.169 
β33 -0.083* τ2 0.137 

t値

( -2.12) 
( -3.98) 
( 4.71) 

( 7.81) 
( 8.13) 

(-5.57) 
( -4.59) 

Y 山日)Iτ-0山 (-4.42)

註1) *は制約条件より算出した係数である。
註2)カッコ内は t値である。

表III-5 代替の偏弾力性

北海道 福島県 その他府県
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表III-6 地域別宿根カスミソウの需要の価格弾力性

北海道 福島県 その他府県
価格

0.888 0.186 0.100 
福島県 0.187 1.236 0.372 
その他府県 0.128 0.476 -1.045 

のと認識していることが確認された九

表III-6は，地域別の出荷物に対する需要の価

格弾力性を示したものである。対角要素は需要の

自己価格弾力性であり，負の値であることから需

要曲線が通常の右下がりという理論的符号条件を
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満たしている。非対角要素は需要の交差弾力性で

あり，その値が正であることから各地域から出荷

された宿根カスミソウが相互に代替財であるとい

う結果が得られた。しかし，同ーの出荷時期にあ

るにも関わらず，これら 3つの地域間の代替の程

度は大きく異なる。福島県とその他府県の聞の交

差弾力性は，それぞれ0.372と0.476であり相互

に強い代替関係にある。各地域の価格変化によっ

て他地域の需要量に及ぼす影響を見ると，福島県

の10%の価格上昇が北海道，その他府県の数量を

それぞれ1.87%，3.72%増加させる。北海道は，

福島県とその他府県の 10%の価格上昇によって

数量が， 1.87%， 1.28%上昇する O

D.地域の供給量増加による影響

a.需給モデル

ここでは，各地域が花き振興等により宿根カス

ミソウの供給量を増加させた場合の市場価格，取

扱数量，及び，販売額に与える影響についてシミュ

レーション分析を行う。

図III~3 は，宿根カスミソウ市場における需給

モデルである。単純化のためにその他府県は省略

した。ここで，Dは需要曲線， Sは供給曲線を表
す。供給曲線は，農家の出荷行動を一定と仮定し

同ーの傾きとする。添字hと/はそれぞれ北海道

と福島県を表す。添字のOは供給量増加前*は

供給量増加後とする。

Ph 

~ 
。
Sh * Sh 

o 
Ph 

P~ 

。 xid(l+eh)xl 

(a)北海道の宿根カスミソウ

はじめの需給均衡点は，それぞれ E~， E~ であ
るが，ここで (a)の北海道の供給曲線が均衡数量

X~ の ε%の増加に相当する Si， へシフトしたと

する。すると北海道の宿根カスミソウの均衡点は

E~ から E )'， へ移動する。北海道と福島県の宿根カ

スミソウは代替財であるので北海道の価格低下に

より， (b) の福島県の需要曲線は D~から D} へシ

フトすることになり，福島県の宿根カスミソウの

均衡点は E'}から E}へ移り，均衡価格は下落し

均衡数量は減少する。このような価格低下による

代替効果は，その他府県を含めて相互に影響し同

時均衡する。

ここで，供給量変化に伴う価格の変化率は次の

関係式で示される九
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Eは供給量の増加率(%)， ηは需要の価格弾力

性， δは供給の価格弾力性を表す。各添字は， 1が

北海道 2が福島県 3がその他府県である。需

要の価格弾力性は，c.における c.の需要分析の結
果を用いた。供給の価格弾力性の値については，

Pf 

Sf 

。
Pf 

。
D'f 

* Df 

* Pi 

Xh X; X~ 

(b)福島県の宿根カスミソウ

Xf 
。

図III~3 宿根カスミソウの需給モデル
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半田 [1996Jの計測結果 (0.423) を用いた10)。

b.推定結果

表III一7は，北海道と福島県の供給量が増加し

た場合の価格，数量，及び，販売額の変化率を示

したものである 11)。

北海道の供給量が 5%増加する場合，価格は

3.8%下落し，数量は 3.3%増加する。他地域の価

格及び、数量への影響は比較的小さい。東京都中央

卸売市場における 1997年(6~10 月)の北海道の

取扱数量は 672，803本で，その 5% (33，640本)

に相当する供給曲線のシフトがあれば，北海道の

市場価格は 122.0円から 117.3円に下落し，数量

は21，900本増加することになる。北海道の場合，

供給量が増加しでも他地域との代替関係が弱く，

価格の下落と同等の需要増加は見込めない。その

ため，北海道では供給量が 5%増加すると，販売

額は 581，080円 (0.7%)減少することになる。

一方，福島県の供給量が 5%増加する場合，価

格は 3.2%下落し，数量は 3.5%増加する。他地域

に与える影響は，その他府県で価格が-1.1%，数

量が 0.5%と比較的大きい。東京都中央卸売市場

における 1997年 (6~10 月)の福島県の取扱数量

は2，314，715本で，その 5% (115，736本)に相当

する供給曲線のシフトがあれば，福島県の市場価

格は 140.9円から 136.3円に下落し，数量は

81，131本増加することになる。シェアの大きい福

島県は，価格下落と同等，もしくはそれ以上の需

要の増加が予測される。そのため，福島県では供

給量が 5%増加すると，販売額は 463，523円

(0.1%)増加することになる。

また，北海道と福島県の供給量がそれぞれ 10%

増加する場合の販売額への影響を見てみる。北海

道では，販売額が 1，326，279円(1.6%)減少する

ことになる。供給量を 5%増加する時に比べて，

販売額は大幅に減少することになる。福島県では，

岡県の供給量 10%の増加は販売額を 210，312円

(0.1%)増加させることになる。供給量を 5%増

加する時に比べて，販売額の増加は小さくなるが，

供給量を 10%程度まで増加しでも販売額の増加

が予測されるI九

E.まとめ
本章では，はじめに草苅モデルを適用し，道外

移出の主要品目である宿根カスミソウを対象とし

て，地域聞の品質格差を考慮した需要分析を行っ

た。

分析の結果，地域ごとの代替関係がそれぞれ異

なることから，卸売市場では宿根カスミソウに関

して，各地域聞の品質格差を認識していることが

明らかとなった。

次に，上記需要分析の計測結果から得られた需

要の価格弾力性の値と半田 [1996Jの供給の価格

弾力性の値を用い，北海道と福島県が花き振興等

表III-7 地域の供給量変化による価格と数量及び、販売額への影響

(単位:%，カッコ内は販売額の増加分(円))

よれ 北海道 福島県 その他府県
価格 数量 販売額 価格 数量 販売額 価格 数量 販売額

北海道の
5%増加 -3.838 3.255 -0.708 0.548 -0.232 -0.779 0.512 -0.217 -0.728 

( -581，080) (-2，539，772) ( -716，054) 

10%増加 -7.498 6.359 -l.616 l.070 -0.452 l.517 1.001 -0.423 -l.420 
(-1，326，279) (-4，948，128) (-1，396，682) 

よ主¥ 北海道 福島県 その他府県
価格 数量 販売額 価格 数量 販売額 価格 数量 販売額

福島県の
5%増加 0.545 ←0.231 -0.775 -3.249 3.505 0.142 1.101 -0.466 -l. 562 

( -635，923) 463，523) (-1，536，475) 

10%増加 l.065 -0.450 ←l.510 -6.347 6.846 0.064 -2.151 -0.910 -3.041 

(-1，239，608) 210，312) (-2，991，976) 
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で供給量を増加させた場合の各地域の価格，数量，

及び販売額に与える影響についてシミュレーショ

ン分析を行った。

得られた結論として，以下の点が挙げられる。

第 1は，北海道と福島県の供給量が増加する場合

の他地域の価格及び数量に与える影響についてで

ある。北海道は，他地域に与える影響が比較的小

さしシェアの大きい福島県では，その他府県に

与える影響が比較的大きい。第2に，北海道と福

島県の供給量が増加する場合の販売額に与える影

響についてである。北海道は，供給量が増加しで

も他地域との代替関係も弱く，価格の下落率と同

等以上の需要増加は見込めず，販売額は減少する

ことになる。他方，福島県では，価格下落と同等，

もしくはそれ以上の需要の増加が予測され，供給

量を 10%程度まで増加しでも販売額は増加する

ことになる。

ここで，第II章，第III章の内容を整理する。第

II章から，北海道の切花生産は， 1990年代に入り

頭打ちの状態にある。道外移出の主軸であるカー

ネーション・宿根カスミソウの作付面積は横ば

い・減少の傾向にあり，他の洋花品目の割合が増

加し，多品目化が進行していることを示した。既

存研究において，共選共販体制の早急な確立の必

要性が指摘されている。それにも関わらず，北海

道で道外移出量及び移出割合が高い宿根カスミソ

ウでさえ，最大の競合地域である福島県と比較す

ると，共選を行っている出荷団体の割合及び1団

体当たり出荷量は大きく下回り，共選共販体制の

確立が遅れている。さらに，第III章のシミュレー

ション分析の結果，福島県では，宿根カスミソウ

の供給量を 10%程度まで増加しでも販売額は増

加することが予測されるが，北海道では大幅な減

少となることが明らかとなった。

以上，明らかとなった点から，北海道切花の生

産・販売面における課題として，①宿根カスミソ

ウに代わる市場で評価される新たな品目・品種の

導入，②新たな品目・品種を導入する上で，宿根

カスミソウにおける福島県のような競合地域の出

現や一般的に切花はライフサイクルが短いことか

ら，高品質な切花のロット確保を実現するための

最適生産技術の早期習得の必要性，及び，③共選

共販体制の確立，を指摘することができる。

続く第W章，第V章では，共選共販体制の下で

の生産対応を明らかにすることを目的とし，共選

共販組織の下での高品質な種苗の導入及び高品質

な切花のロット確保，技術の習得に関して分析を

行う。

註

1)切花の品質評価として大]1/[1995Jは，花，

茎，葉の状態，全体のバランス，ボリューム

によって評価される「外的品質j と，見た目

では判断できない花持ちという「内的品質J
を指摘している。しかし，具体的な切花各品

目の品質評価基準は，明確でない。山本[1995J

は，スプレーカーネーションについての品質

評価基準に関する分析を行っている。

2 )その他府県としては，長野県，青森県，岩手

県等がある。また，暖地からの出荷が6月と

10月で重なるため，和歌山県，熊本県，千葉

県等も数量に含まれている。

3)草苅モデルの適用にあたり，草苅 [1991aJ， 

古家・草苅 [1992J，草苅[1994J，梶川 [1994J

等を参考にした。

4 )月別ダミーは 7月 8月 9・10月の 3つ

とする。 6~10 月の間で， 6月と 9月， 10月

は，ブライ夕、ルや会社等でトの業務用需要の割

合が多く 7月と 8月は家庭用需要の割合が

高くなるため，需要構造が異なる。また 8月

は，夏季の気温の影響を特に受けるので7月

と異なる需要構造となる。

5) Christensen， Jorgenson， Lau [1973J， Bin-

swanger [1974J等を参考にした。

6 )註4)と同じ。

7) 5%有意水準でゼロと有意差が認められな

カ〉ったノfラメータは， β11> β12'β22でトある。

そのため，これらを用いて得られた代替の偏

弾力性(表III←-5)及び，地域別宿根カスミソ

ウの需要の価格弾力性(表III-6)の値は，積

極的に支持できない可能性がある。

8 )金山 [1994Jの指摘によれば， CES生産関数

の計測結果において労働と資本といった明ら

かに異なる生産要素間でも 1前後の代替の弾
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力性が得られる事例があり，同ーの品目の生

産物間で見るならば，市場ではそれぞれの生

産物を異なったものと見なしているとしてお

り，本章でも同様に考えた。

9 )草苅 [1994J.梶川 [1994Jより.(8)の各地域

の価格変化率は次の3本の方程式を解くこと

で得られる。

dlnXj= 2::η'ikdlnPk (9) 
k=1 

dlnXJ=δdlnPj (10) 

dlnXj-dlnXJ= -ln(l/(l + ej)) (lD 

添字の dは需要を.sは供給を表し，Jとh

は地域(1は北海道 2は福島県 3はその

他府県)を表す。ここで.(9)は価格変化によ

る需要量の変化率.(10)は価格変化による供給

量の変化率.(1Dは需給比率の変化率を表す。
10)データ等で本章のものとは異なるが，一つの

目安として適用した。供給の価格弾力性の値

が半田口996Jの計測結果 (0.423)よりも大

きい(小さい)と仮定すると.I@III-3で言え
ば北海道の供給量が増加した場合に福島県の

価格の下落は小さく(大きく).数量の減少は

大きく(小さく)なる。

11)数量の変化率は，註9)の(9)式に価格変化率

を代入することで得られる。

12)当然販売額の増加は，需要の価格弾力性に依

存する。福島県の供給量が20%増加する場

合，市場価格は 140.9円から 123.8円に下落

し，数量は 303，135本増加する。結果として，

福島県の販売額は.2，074，651円 (0.6%)減

少することになる。

第IV章 品質情報不完全性下の切花種苗取引
一一個選共販・共選共販産地の比較分析一-

A.本章の分析課題

切花の種苗取引では，種苗の品質に関する情報

は不完全性を有する。このような状況下では，個

選共販産地よりも共選共販産地の方が高品質な種

百を購買する上で有利となる。

本章では，品質情報不完全性下の切花種苗取引

において，共選共販産地が品質情報の探索行動を

通して，高品質な種苗を購買する上でどのような

要因から有利となるのかを，個選共販産地との比

較により明らかにする。

対象品目としてカーネーションを取り上げ，当

別町と月形町を対象産地とする。これらの産地は，

1970年代に入り転作作物として切花を導入した

が，カーネーションに関してはそれぞれ共選共販，

個選共販という異なる出荷形態をとっている1)。

北海道のカーネーション生産において，生産額で

当別町が1位，月形町が2位である。

以下.B.では種苗の品質情報が種苗会社に偏っ

ている根拠を明らかにし.c.では月形町と当別町
の事例から共選共販・個選共販産地の種苗購入時

の取引分類と取引される品種の特徴について示

す。 D.では聞き取り調査等に基づき，農家の購買

行動をゲーム理論を用いて分析する。 E.をまとめ

とする。

B.品質情報供給主体としての種苗会社

a.切花種苗の研究・開発及び流通

日本における農産物種苗の研究・開発及びその

流通は，基幹作物である米，麦，大豆などは公的

機闘が，野菜・花きなどは種苗会社が主に担って

きた。この点について，荒木口987J.宮崎[1990J.

時田 [1987J.山本 [1995Jにより，種苗法と主要

農産物種子法を中心に整理する。

種苗法は.1947年に公布された農産種苗法が

1978年に全面改正されて成立した。その内容は指

定種苗制度と品種登録制度の 2つに分けられる。

前者は優良な種苗及びその流通の適正化を目的と

し，特定の種苗を対象に農林水産大臣への届出及

び，一定事項の表示を義務付けるものである。後

者は品種育成の振興を図るため，新品種の登録に

より育成者の権利を保護するものである。

品種登録制度下において，新品種開発者はその

品種の独占的使用の権利を保証されるが，具体的

には開発された品種の購入者から種百代以外にそ

の品種の使用料(ロイヤリティー)を受取ること

ができる。ロイヤリティーは，カーネーションで，

ー百当たり単価約 45 円のうち 6~10 円程度合ま

れている。
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品種登録制度では，品種登録の有効期間が最高

で15年と決まっているが，開発された新品種がも

ちろん必ずしも高い評価を得られるわけではな

い。新品種の登録には出願料，登録料，許諾料が

かかるため，まず法律で定められた登録費用の最

も安い3年の契約から始め，開発した新品種の需

要が多ければ5年， 7年， 15年と契約期間を延長

していく場合が多い。

種苗法に基づく品種登録件数は， 1999年12月

末日までで 7，643件となり，そのうち草花類が

4，297件 (56.2%)と圧倒的に多い(表N-l)。他

は，鑑賞樹 1，144件(15.0%)，野菜 679件(8.9%)，

果樹605件 (7.9%)と続くが，草花類に比べると

非常に少ない。草花類の登録者は，種苗会社が

2，478件 (57.7%)と半数以上を占め，次いで個人

が 1，360件 (3l.6%) となっており，これらで全

体の 90%近くにも及んでトいる。国や都道府県等で

は，草花類の品種登録がそれぞれ全体の 0.4%，

3.3%とわずかであり，主に食用作物の品種をそれ

ぞれ食用作物全体の 23.7%(114件)， 56.3%(271 

件)登録している。食用作物の品種開発は， 1986 

年以降民間企業も行えるようになったが，食用作

物は固定品種が主流であり今だに国や都道府県の

割合が高く，種首会社は 11件のみである。

切花の品目別登録件数を見ると，キクが第1位

で687件，次いでカーネーション 652件，シンビ

ジウム 507I'牛，ユリ 273l'牛，ホウセンカ 179l'牛と
続いている(表N-2)。キク，カーネーション，

ユリ等の以前から日本で生産量の多いものが上位

を占めるが，ガーベラ，アルストロメリア， トノレ

コギキョウといった 1985年以降国内で生産の増

加した品目の品種登録も 10位内に入っている。こ

のことは，切花の者{多品としての性格から，主要

品目でも品種の入れ替えが激しく，切花のライフ

サイクJレが短いことを示している。

なお，種苗会社の開発する野菜・花きの品種の

多くは F1品種(一代交雑種)であり，農家は毎

年種苗を購入せざるを得ず，独占的販売が可能と

なる2)01960年代以降に F1育種が主流となってか

らは，技術開発力の差がそのまま種苗会社の消長

になっている九山本 [1995Jは，種苗会社が種苗

販売高を増やすには，研究農場面積及び技術者数

といった育種部門の要因が大きく影響することを

回帰分析によって明らかにした。このことは，種

苗産業の市場構造を寡占化の傾向にもたらした要

因のーっとして考えられる。

主要農産物種子法は 1952年に公布され，稲，麦，

大豆などの基幹作物の優良な種子の生産および普

及の促進を目的とし，それらを公的機関が担うこ

とを前提としたものであった。しかし，バイオテ

クノロジ一等の新技術の著しい進展に伴う民間企

業の参入意欲の高まりを受げ， 1986年に種苗法と

表N-l 作物別品種登録の状況 (1979年4月から 1999年12月31日まで)

(件数)

個人 種苗会社 食品会社等 農協等 都道府県等 国 計

食用作物 37 11 40 8 271 114 481 

工芸作物 14 1 28 。 17 27 87 

桑 。 。 。 。 。 13 13 

野 菜 121 244 111 21 l34 48 679 

果 樹 312 65 13 36 102 77 605 

飼料作物 2 32 7 3 32 49 125 

草花類 1，360 2，478 211 89 142 17 4，297 

鑑賞樹 391 662 57 O 27 7 1，144 

林 木 4 1 3 O 4 5 17 

海 藻 。 。 1 2 。 。 3 

きのこ類 1 96 70 4 19 2 192 

計 2，242 3，590 541 163 748 359 7，643 

出所)農林水産省農蚕園芸局 (2000)r品種登録年報」より作成。
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表N-2 切花の品目別登録状況
(1979年4月から 1999年12月31日まで)

(件数)

順位 ロロロ 目 登録件数

1 キク 687 

2 カーネーション 652 

3 シンビジウム 507 

4 ユリ 273 

5 ホウセンカ 179 

6 ガーベラ 177 

7 アルストロメリア 159 

8 ストック 139 

9 リンドウ 105 
1o トルコギキョウ 85 

出所)農林水産省農蚕園芸局 (2000)I品種登録年報」
より作成。

ともに一部改正された。また種苗法は 1998年にも

改正され，保護対象となる品種の範囲及び育成者

の権利の範囲が拡大された。

b.種苗会社による情報収集活動

種苗会社が卸売市場で評価の高い新品種を開発

し販売するためには，切花に対する現在の消費者

の晴好及び，将来への曙好の変化を予想するため

の情報が必要となる。種苗会社は自己の販売Yレー

トを通じて種苗を販売するわけだが，同時に市場

の需要動向に関する情報の把握に努める。

この過程を明らかにするために，札幌市に営業

所を持つ種苗会社の第一園芸とミヨシへの聞き取

り調査から，育種を行っている種苗会社の種苗販

売ルート及び品質情報を収集する取組みについて

まとめる(図N-l)。

農家への販売ルートは，①種苗会社→ホクレン

→農協→農家，②種百会社→農協→農家，③種苗

会社→農家，④種苗会社→他の種苗会社→農家，

⑤種苗会社→他の種苗会社→農協→農家，⑥種苗

会社→他の種苗会社→ホクレン→農協→農家と

なっている。

次に，種首会社が品質情報を収集する手段に関

しては，以下の 4つが挙げられる。①アンテナ

ショップを持つことにより，小売段階での消費動

向を把握することができ，リアルタイムで消費者

の晴好変化の動向を入手している。会社によって

はデパ」トやホテルなど全国的にアンテナショッ

プを持っているところもある。②卸売市場と密接

なつながりを持つことで，市場側から売れ筋の品

種の情報を得ることができる。その一方で，卸売

市場から市場で求められる品種を要求されること

もある九③各産地の生産動向は，直接の取引を通

じて把握している。④海外での流行品種の情報に

花弁卸売市場 アンテナショップ 海外事務所等

種苗会社

-・"

切花農家

図N-l 種苗販売ルートと種苗の情報収集

註)種苗会社への情報ルート ー→

切花農家への販売ノレート ーー〉
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ついても，以下のように収集可能である。第一園

芸とサカタのタネであれば，オランダなどに事務

所を持ち，海外で流行している切花の情報を入手

できる。それ以外の種苗会社でも，オランダなど

で春と秋に行われる新品種の見本市に参加してい

る。

以上 B.の内容から，種苗会社が切花種苗の研

究・開発及び流通を主に担っており，本章の分析

対象品目であるカーネーションは，品種登録件数

も多いことが明らかとなった。また，種苗会社は，

自らの販売網，及びその他多様な経路を通じて種

苗に関する情報を収集している。さらに育種部門

を持つような大手種苗会社は，品種の特性に関す

る情報も有すると考えられる。

本章の対象産地である月形町，当別町は，その

ような大手種苗会社との取引シェアが大きい事例

である。これらのことから種苗会社は，農家に比

べて，格段に種苗の品質情報を有していることが

わかる。

c.共選共販産地と個選共販産地の取引分類
本節では，分析対象品目であるカーネーション

について，共選共販体制の確立している当別町と

個選共販を行っている月形町とを比較し，それぞ

れの産地の種苗取引の概要を整理する。

a.両産地の品種選定

まず，個選共販産地である月形町の種苗取引に

ついて整理する5)。月形町のカーネーションは，個

選共販であり，農協の役割は種苗会社への代金の

支払いだけである。そのため品種の選定に関して

は，農協の助言はなく，農家と種苗会社との直接

的取引が行われる。

月形町では， 1993年度の種苗購入先は仕入額で

A社34.7%，B社 28.7%，C杜 26.5%と，この 3

社が全体の 89.9%を占め，他にも 6社以上と数

パーセントずつ取引がある。月形町の個々の農家

で見た場合でも，取引相手を 1社に集中せず数社

との取引をしている場合が多い。

次に，共選共販体制が確立している当別町に関

して整理するべ当別町は，共選品目の種苗は個々

の農家が直接取引を行うのではなく，切花の各部

会が農協を窓口に種苗会社と取引をしている。当

別町では， 1993年度でA社からの仕入額が全体

の約 80%と大部分を占めている。

共選品種の選定に関しては，当別町花き生産組

合の中には 9品目の切花部会があり，農協職員を

含めたカーネーション部会内の話し合いで決めら

れる。その話し合いは 4月から 5月に行われ，次

年度に作付けする種苗を決定する。これは種首会

社の確保している種百数が限られており，早期に

発注しなければ次年度の作付けが不可能になるお

それがあるからである。

会議の内容に関して整理すると，まず選定する

スプレ)カーネーションの割合は，あらかじめほ

ほ決定されており，それぞれピンク色50%，赤色

20%，そして白色，黄色，複色を各10%である。

各色ごとに，早生，中生，晩生の品種に関して，

前年生産した品種を中心に，カーネーション部会

として生産していく品種を選定する。その際，部

会長から前年に生産した品種の中で，市場評価の

安定的な数品種の継続生産が提案される。当別町

で，スプレーカーネーション生産において毎年メ

インにしているのは，ノてーノてラ， L.P.ノてーノfラ，

R.パーパラ，といったパーパラ系品種である。ま

た農家が作付げを希望する品種がある時は，事前

に配布される用紙に自分の希望する品種名を書き

カーネーション部会に提出することになってい

る。新しい品種を導入する際の条件は，原則とし

て1万本以上出荷できることで，出荷本数の条件

をクリアしているならば，農協職員や部会長の意

見を聞いて新しい品種の導入が決定される。従来

から出荷されており安定的な市場評価を得ている

ものについては 3万本以上出荷することができ

れば，共選品として取り扱われる。

b.購入する種苗の差異

表N-3は， 1994年時点で，カーネーションを

生産している北海道内の 16産地を，共選率30%

で共選共販産地と個選共販産地に分類した場合の

1品種当たりの作付本数と作付品種数である。共

選共販産地は，作付品種数を絞り込み 1品種当た

りの数量が多い。これに対して個選共販産地は，

I品種当たりの数量が少なく，代わりに品種数が

多いことがわかる。なお， 1994年度に対象産地で

ある当別町は 14品種，月形町では 76品種が作付

されている O
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表N-3 北海道の産地別カーネーション作付本数と
品種数 (1994年度)

出荷形態|産地名 総作付本数 品種数
1品種当たり

作付本数

七飯町 1，823，008 22 82，864 
当別町 879，046 14 62，789 

共選共販|札幌市 397，496 11 36，136 
上磯町 170，002 7 24，286 
当麻町 177，696 9 19，744 
一一一 一ー-ー“晶---------------ーーーーーーーーーーー-------晶.〒ー---・ー守ー晶一
月形町 1，288，200 76 16，950 
新篠津村 227，700 33 6，900 
浦臼町 182，259 21 8，679 
美唄市 153，000 20 7，650 
長沼町 108，900 25 4，356 

個選共販|平取町 72，897 11 6，627 
岩見沢市 28，000 4 7，000 
小清水町 25，753 7 3，679 
端野町 13，002 6 2，167 
江別市 12，000 3 4，000 
西胆振 106，736 16 6，671 

出所)北海道花き生産振興会カーネーション部会資
料より作成。

註1)出荷形態は，カーネーション産地を共選率30%
で分類した。

註 2)西胆振は，伊達市と壮瞥町である。

表N-4，表N-5は，月形町，当別町のスプレー

カーネーションの品種別作付本数と割合を示して

いる。月形町では，わずか 1年で大幅な作付品種

の変動が見られる。 1993年と 1994年の比較では

作付本数の増減が激しく， 1993年の作付上位 10

品種のうち 4品種は翌年に姿を消している。作付

本数で，キャンドルは 76.9%減少，ナティラは

33.9%減少，エリザベスは 30.0%減少， D.P.パー

パラは 56，9%減少している。これらは，卸売市場

の平均単価が 1993年に安かったもので， D.P. 

ノfーパラとキャンドルは，それぞれ62円から 55

円， 56円から 52円に低下している九

月形町の農家は，個別に品種の選定を行い，出

荷市場をも指定して農協を通じて販売している。

上記からもわかるように価格に敏感に反応して翌

年の作付本数を増減させており，個選共販産地で

はいかに激しい価格変動にさらされるのかがわか

る。なお，月形町のスブレーカーネーションの生

産で特徴的な点として，ジプシー系の作付が挙げ

られる。ジプシー系の平均単価は 40円前後であ

り，他のスプレーカーネーションより単価は比較

的安いが 1年間に同じ株から 3回近く花を切る

ことができるため，低価格でも利潤を期待できる

品種である。 1993年の 12.4万本から翌年には

41.2万本へと 3倍以上増加している。

当別町の作付上位 10品種では，月形町と同様に

市場評価が安定しており，比較的生産し易いパー

パラ系品種が上位を占めるが，その割合は月形町

とは逆に 46.0%から 58.6%と大きく増加してい

る。このことから当別町は，月形町に比べ品種の

選定において市場評価の安定的な品種を志向する

傾向がある。また，当別町は価格変動に対する供

給反応、は鈍い。この 2年間の作付上位 10品種の動

向は 6位のロマンス (5.7%)， 7位の R.ノてーパ

ラ (5.0%)に代わって， 1994年にオパール， W. 

キャンドルの品種以外入れ替えはない。この他に

当別町のスプレータイプの品種選定で特徴的な点

として，キャンドル， W.スターがあげられる。こ

れらは 1993年の単価がそれぞれ 56円， 53円と，

スプレーカーネーションの平均単価の 65円より

も10円前後も安心月形町では，前述のように

キャンドルに関しては 76.9%も作付本数を減少

しているにも関わらず，作付本数はほとんど変化

していない。この2品種は卸売市場での供給量の

増加に伴って， 1994年には卸売市場の平均単価が

それぞれ52円， 43円とさらに低下している。

以上のことから，当別町では組織的に作付品種

を限定して価格安定的な品種の選定をしており，

月形町とは対照的と言える。

D.種苗取引における農家の'情報不完全性への対

応

本節では， a.において品質情報不完全性下の農

家と種苗会社との種首取引をゲームとして表現す

る。 b.ではそのゲームに基づき，共選共販産地が

個選共販産地に比べ高品質な種百を購買する上で

有利となる要因を， C.の種苗取引の実態と聞き取

り調査及び既存研究の内容から，明らかにする。

a.種苗会社の品質選択と農家の情報収集

本節では，丸山 [1988Jのモデルを援用して，

農家が取引する種苗の品質情報を収集する行動を

品質探索費用としてとらえ，その大きさによって

種苗会社との取引がどのように変わるのかを，非

協力ゲームのフレームで考察する8)。その際，ゲー
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表N-4 月形町スプレーカーネーションの作付本数と割合

(単位:千本， %) 

1993年度 1994年度

順位 品種名 作付本数 割合 順位 品種名 作付本数 割合

1 L.P.パーノてラ l37 13.2 1 ジプシ一系 411 37.2 
2 ジプシ一系 124 11.9 2 L.P.ノTーノfラ 109 9.9 

3 ノfーノてラ 119 11.5 3 パーパフ 93 8.5 
4 ロニア 67 6.5 4 オリビア 41 3.8 
5 キャンドノレ 29 2.8 5 スカーレットクイーン 38 3.5 
6 ナティラ 28 2.7 6 W.スター 34 3.1 

7 コレノ 27 2.6 7 ギャラクシー 30 2.7 

8 エリザベス 26 2.5 8 ローフ 29 2.7 

8 D.Pノfーノfラ 26 2.5 9 ロニア 26 2.4 

10 W.スター 24 2.3 10 コレノ 25 2:3 

出所)北海道花き生産振興会カーネーション部会資料より作成。

表N-5 当別町スプレーカーネーションの作付本数と割合

(単位:千本， %) 

1993年度 1994年度

順位 品種名 作付本数 割合 順位 品種名 作付本数 割合

1 ノてーパフ 137 15.1 1 L.P.ノfーノfラ 188 21.5 
2 L.P.パーパラ 125 13.8 2 ノてーノてラ 182 20.8 

3 D.P.ノfーノfラ 110 12.1 3 D.P.ノてーノfラ 145 16.6 
4 ギャラクシー 100 11.0 4 ギャラクシー 73 8.3 

5 ロニア 93 10.3 5 ロニア 49 5.6 

6 ロマンス 52 5.7 6 オパール 45 5.1 

7 Rノてーノfラ 45 5.0 7 W.キャンドル 42 4.8 

8 羽T.スター 38 4.2 8 キャンドル 32 3.7 

9 キャンド/レ 30 3.3 9 W.パーパラ 31 3.6 

9 W.ノfーノTラ 30 3.3 10 W.スター 30 3.5 

出所)北海道花き生産振興会カーネーション部会資料より作成。

ムの均衡概念はナッシュ均衡とする。

モデルの設定として，ゲームのプレーヤーは，

種苗の売り手としての種苗会社，買い手としての

当該産地の 1人の農家とする。各プレーヤーの取

りうる戦略は，種苗会社の高品質 (H) と低品質

(L)という 2種類の種苗を販売するという戦略

と，農家の購入前に取引する種苗の品質を探索す

る (Sl)，あるいは探索しない (S2)という戦略と

する。

表N-6は，プレーヤーの利得行列である。各マ

スの第1項は農家の利得を，第2項は種苗会社の

利得を示す。 Ai(j=H， L)は，当該種苗に対して

農家が支払っても良いと考える最高価格から，当

該種苗の取引価格を引いたものである。支払って

も良いと考える最高価格は，高品質な方が低品質

なものよりも高いとして， AH>AL>Oが成り立

つ。 Bj(i=H，L)は，当該種苗の取引価格から，種

苗の平均販売費用を引いた利得を表す。平均販売

費用は，販売量に関わらず一定である。平均販売

費用は，高品質な方が低品質なものよりも高いと

して， BL> BH>Oが成り立つ。 Cは，農家が購入

前に当該種首の品質を知るための探索費用であ

る。ρは，Cに高品質な種苗を提供する他の種苗会
社を探索する費用を加えたものである。

以上の設定の下で，農家と種苗会社の種百取引

における行動を明らかにする。今，農家が種苗の

品質について探索を行うとする。探索の結果，種

苗会社の種苗が低品質なものとわかると，農家は
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表N-6 利得行列
種苗会社の戦略

H L 

当該種苗会社の 高品質な 当該種苗会社の 当該農家

種苗の品質を探 種苗販売 種苗の品質を探 への販売

切花

農家

の戦略

Sl 

索し購入

AH-C BH 

索し低品質な時 ができな

に，他の種苗会 し〉

社の高品質な種

苗を探索し購入

AH一ρ 。
当該種苗会社の 高品質な 当該種苗会社の 低品質な

種苗の品質を探 種苗販売 種苗の品質を探 種苗販売

索せずに購入
S2 

AH 

その種苗会社から購入するときの利得 (AL-C) 

と，他の種苗会社の高品質な種苗を購入する時の

利得(AH ρ)とを比較して，自己の購買行動を決
定する。本節では，当該種苗会社から低品質なも

のを購入するよりも，他の種苗会社から購入する

方が利得が高い場合を想定する。つまり，農家の

利得は(AH ρ)であり，種苗会社の利得は 0とな

る9)。

前述のとおり，品質探索費用Cのあり方によっ

て取引の均衡がどう変わるかを見てみる。探索費

用Cが0の場合には，農家は探索費用がかからな

いため，必ず当該種苗を調べて購入しようとする。

このため種苗会社は高品質な種百を販売するとい

う， SIとHの組み合わせが均衡となる。探索費用

が高い場合には，農家は当該種苗を調べることを

せず，種苗会社は低品質な種百を販売しようとす

る， S2とLの戦略の組み合わせが均衡となること

がわかる。

さらに AH一ρ三五ALのときは，S2とLの戦略の

組みがナッシュ均衡となることがわかる。しかし，

AH一ρ>ALの場合，純粋戦略の範囲においてナツ

シュ均衡は存在しない。

そこで，このゲームを混合戦略へ拡張して考察

する。種首会社が高品質な種首を販売する確率を

BH 

索せずに購入

AL BL 

P (H)，農家が種苗の品質を探索する確率を P

(SI) とする。すると，農家の期待利得 (nA) と

種苗会社の期待利得 (nB) は，それぞれ次のよう

に表される。

ぬこP(SI){AH-AL ρ P(H) (AH-AL ρ+C)l l' ~ ，~~， '-~n -~L '" -"  (1) 

+ P(H)AH+ (l-p(H) )AL 

7rB二 P(H)(BH-BL +P(SI) BL) + (l-P(SI)) BL (2) 

ここで，農家及び種苗会社の反応対応は，それ

ぞれ(3)，(4)になる。

P(Sl)=1 for O;:;P(H)く¥(AH-AL -p)!(AH-Al-p十C))

P(Sl)ε[0， 1] for p(H)二¥(AH-Al-p)!(AH-AO+C)) (3) 

P(SJ二 for¥(AH-AO)!(AH-AO+C))くP(H)ぎl

P(H) =0 for O;:;P(Sl)く(Bl-BH)!Bl 

P(H)ε[0，1] for P(Sl)=(Bl-BH)!Bl (4) 

P(H)=1 for (Bl-BH)/BlくP(SJ訂

図N-2は，農家(種苗会社)が，種苗会社(農

家)の定める P(H) (P (SI))のとりうるべき各値

に対して，自己の期待利得 πA(π'B)を最大にする

P(SJ (p(H))の値との関係を表す反応対応を示

したものである。点線が農家の反応対応を，実線
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P (SI) 

BL-BH 
BL 

生じず共選共販産地に比べ農家当たりの探索費用

は高くなる。このため，共選共販産地は個選共販

産地に比べ，種苗会社から高品質な種苗が販売さ

れる確率P(日)が高くなる。

②共選共販産地では，ある農家には生産したこ

とのない経験財であっても，組織内の他の農家が

当該種苗によって生産を行ったことがあれば探索

財となっている可能性があり，その知識を低いコ

ストで得ることができるため，探索費用は低くな

る。当別町では， 1983年に農協経由で出荷する体

制を確立したことを契機に，生産技術の高位平準。 AH-AL-ρ 

AH-AL-ρ+c 
p(H) 化をめざし，カーネーションの栽培経験のあまり

図N-2 反応対応

が種苗会社の反応対応を示し，これらの交点Eが

混合戦略のもとでの取引の均衡である 1九

b.種苗取引における共選共販産地と個選共販

産地の対応

ここでは， D.のa.で示した農家行動を規定す

るパラメータのうち，品質探索費用 Cに注目し，

共選共販産地が高品質な種苗を購買する上で有利

となる要因を，個選共販産地との比較から考察す

る。図N-2の反応対応から，品質探索費用 Cが高

い場合には，均衡点Eは左へ移り，種苗会社が高

品質な種百を販売する確率は低くなる。逆に，品

質探索費用Cが低い場合には，均衡点Eは右へ移

り，種首会社が高品質な種苗を販売する確率は高

くなる。つまり，農家がいかにして，品質探索費

用Cを低くする取組みを行うかが，高品質な種首

を購買する上で重要となる。

そこで以下では， C.の種苗取引の実態と聞き取

り調査及び既存研究の内容から，共選共販産地が

個選共販産地に比べ，いかに品質探索費用Cを節

約することができるのかを明らかにする。

①共選共販を行っている当別町の場合，C.のa.

で述べた通り種苗会社との取引を個々の農家では

なく，カーネーション部会が農協を窓口として組

織的に行うため，品質情報収集における規模の経

済が働き，農家当たりの費用は逓減していく。し

かし，個選共販産地である月形町の農家は，個々

に情報収集を行わなくてはならず，規模の経済が

ない農家に対して部会内で技術の指導・情報交流

を行うことと，個々で手に入れた栽培技術は，隠

さずに部会全体で共有することを申し合わせてお

り実行されている 11)。また，新しい生産技術や品種

を導入している農家への畑回り(奥さん同伴)等，

青空教室を組合の仕事として位置づけている。一

方，月形町のような個選共販産地では，生産技術

習得機会が共選共販産地のような組織的なものに

比べて少なし探索費用は高くなってしまう。月

形町では部会がなく，技術習得に関しては個別農

家自身によるところが大きい。よって，共選共販

産地の方が種苗会社から高品質な種苗が販売され

る確率 P(H)は高くなる。

以上①，②において，高品質な種首が販売され

る確率P(H)が，共選共販産地の方が個選共販産

地よりも高くなることを示した。次に，産地内各

農家の高品質な種苗を得る確率を考察する。ここ

でも共選共販産地内農家の方が個選共販産地内農

家よりも有利であることが示される。

③種百取引において高品質な種苗を購入する確

率は，共選共販産地内の各農家間では同一である。

カーネ」ション生産の経験年数にバラツキがあっ

ても，生産経験の少ない農家も，生産経験の多い

農家と同じ高品質な種苗を購入することができる

ことになる。一方，個選共販産地の農家にとって

は，切花の経験年数のバラツキは，経験年数が少

ないほど低品質な種苗を購入する確率が高くな

り，産地内で格差が生じる。

月形花き生産組合 [1990Jから，月形町のN農

家が切花生産を始めた噴の内容を引用する。「知ら
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ない事とて種百屋にだまされ悪い苗を押しつけら

れたり，もう古くなった売れぬ品種を年に二度も

切れる花といわれて買って作ったらクズばかり出

て安値にしか売れずに投げた事も多く有りまし

た。それも「授業料だよ」と生産者の先輩方より

教えられました。」このことは，切花生産の経験年

数が少ないほど種苗購入において，低品質の種苗

を購入することの一例と言える。

④継続的取引は，情報の非対称性を減少するこ

とで品質探索費用を侭くすることができ，共選共

販産地の方が個選共販産地よりも継続的取引関係

を構築しやすい。農家が品質情報を独自に得ょう

とすれば相当な費用を要する。しかし，農家と種

苗会社が継続的取引を行い，種苗会社が農家に情

報を提供することによれこの費用を節約するこ

とができる。種苗会社が農家に情報を提供するイ

ンセンティブとして，自らの開発した種苗の安定

的な需要の確保がある。すなわち継続的取引によ

り，毎年の種苗の安定的な供給を行うことができ

る。このため，農家にとっては継続的取引の方が，

高品質な種苗を獲得する確率が高く，継続的取引

は共選共販産地の方が個選共販産地の方よりも確

立しやすい。

C.のa.で述べたように，当別町は， 1993年度に

A社からの仕入額が全体の約80%と大部分を占

めている。当別町では，毎期同ーの種苗会社と継

続的に取引を行っている。一方の月形町では，1993

年度の種苗購入先が仕入額でA社34.7%，B社

28.7%， C社 26.5%と，この3社が全体の 89.9%

を占め，他にも 6社以上と数ノf一セントずつ取引

がある。月形町の個々の農家で見た場合でも，取

引相手を 1社に集中せず数社との取引をしている

ことが多く，スポット的に近い取引を行っている。

当別町と種苗会社との継続的取引を可能にして

いるのが，市場評価を得ることのできる品種の卸

売市場への安定供給である。先に述べたように，

当別町ではカーネーション部会により市場評価が

とれ，さらに安定供給を達成できる品種の選定を

行い，同時に生産技術の高位平準化を目指した情

報交流により高市場評価・安定供給を達成してい

る。種苗会社のインセンティブとして，技術的に

信頼できる農家に対しては，農家の新しく導入す

る品種に関する情報をより多く与えるということ

がある。すなわち種苗会社が供給した種苗が，花

き市場で高い評価を得ることは，将来的にその種

苗の安定的な需要につながる。このように，共選

共販産地では，農家の種苗会社の有する品質情報

に対する需要と，種苗会社の種苗の安定供給につ

いてのインセンティブが結び付きやすく，農家と

種苗会社との取引は継続的になる可能性が高い。

E.まとめ
本章では，カーネーションを対象に，共選共販

産地である当別町と個選共販産地である月形町の

比較を通じて，共選共販産地の探索行動がどのよ

うな要因で，高品質な種苗を購買する上で有利と

なるのかを明らかにした。

切花種苗の研究・開発及び流通は，主に種苗会

社が行っている。そのため種苗会社と農家とでは，

品質情報の量に格段の差がある。品種の選定に関

しては，共選共販産地である当別町は品種数を絞

り込み 1品種当たりの取引数量が多い。これに

対して個選共販産地である月形町は 1品種当たり

の取引数量は少なし代わりに品種数を多くして

いる。さらに，月形町は，当別町とは対照的に卸

売市場の平均単価で見た場合，敏感に価格に反応

して翌年の作付本数を増減させていることが読み

取れ，激しい価格変動にさらされるていることが

明らかとなった。

次に，ゲーム理論を適用し，農家による高品質

な種苗を探索する行動を品質探索費用としてとら

え，その大きさから，共選共販産地が個選共販産

地に比べ高品質な種苗購入に有利となる要因を分

析した。そこで明らかとなった要因は，①種苗購

入における産地の組織化，②共選共販産地内での

情報の共有，③産地内で同一品質の種苗購入が可

能，④継続的取引関係の構築，である。特に継続

的取引に関して，その構築は共選共販産地の方が

容易であることが示された。

その際に強調すべき点として，継続的取引関係

を構築するために，農家は種苗の安定供給という

種苗会社のインセンティブを引き出すことが重要

となる。そのためには，花き卸売市場での高い評

価と安定供給を実現する必要があり，高位平準化

を目指した生産技術に関する情報交流が有用であ
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る点が示された。

以上のことから，共選共販産地は，個選共販産

地に比べて，品質探索費用を節約することができ，

高品質な種苗を購入する可能性が高いと言える。

註

1)当別町と月形町における府県向け移出型切花

産地の形成過程及び，共選共販，個選共販と

いう異なる出荷方式をとるに至った経緯につ

いては，桟敷・土井 [1996Jを参照。

2) F，品種は，生育及び品質の斉一性，耐病性，

早熟性，多収性，栽培容易性，形質維持安定

性に優れている。また，一代限りの種子利用

でなければ，二代目以降は一代と同様の品質

を維持できないため自家採取は不可能であ

る。

3 )時田 [1987Jを参考にした。

4 )一例として，花きの種苗販売では最大手であ

る第一園芸は，東京の青山市場と系列会社の

関係にある。

5 )月形町の花き生産について，佐久間 [1988J，

月形花き生産組合口990J，月形町農協[1993J

を参考にした。

6 )当別町の花き生産については，長尾・荻間・

西村 [1990J，当別町花き生産組合設立20周

年記念誌編集委員会 [1992J，北}11 [1993Jを

参考にした。

7)ここでの卸売市場の平均単価は，札幌市地方

卸売市場の全取扱量の平均単価であり，産地

ごとのものではない。しかし，おおよその{頃

向を読み取ることは可能と考えた。

8 )丸山 [1988Jは，情報不完全性下の小売段階

の流通において，流通業者の果たす役割に着

目し分析を行った。ゲーム論の適用には，Gib-

bons [1995J，丸山・成生 [1997]等を参考に

した。

また，取引される財に，品質情報の不完全

性がある場合，その財の属性は買い手による

財の使用前にわかるか，事後にわかるかに

よって分類される。使用前に品質の良し悪し

が客観的に分かる財を探索財，実際の使用経

験を積まないとその品質が分かりにくい財を

経験財，さらに使用時のトラブりレによっては

じめてその内容が確認できる財を信用財と言

う。種苗では，これらの財の属性が混在して

いる。新庄 [1995J，丸山口988Jを参考にし

た。

9)もしも，他の種苗会社よりも当該種苗会社の

低品質な種苗を購入する場合には，農家は探

索せずに，種苗会社は低品質を販売する。す

なわち (AL-C， BL)が支配戦略均衡になる。
なお，他の種苗会社から種苗を購入する時の

価格は当該種首のものと同じと仮定する。

10)ただし，品質情報の非対称性下での種苗取引

(I回限りの非協力ゲーム)では，ここで得

られる解がパレート効率的ではない。均衡E

における農家の期待利得はね=AL十{(AH-

AL ρ)/(AH-AL ρ+C)}(AH-AL)，種苗

会社の期待利得はね=BHである。

しかし，農家が探索せずに高品質な種苗を

購入したときの利得π'p.'=AH と比べると次

のようになるom' π:A={I一 (AH-AL ρ)/ 

(AH-AL一ρ+C)}(AH-AL)>O

種苗会社がP(H)ニ1で高品質な種苗を販
売し，農家が(I-P(S，)) =1で探索をしない
場合の両者の利得は相互に改善的である。

11)長尾・荻間・西村 [1990J，桟敷・土井 [1996J

を参考にした。

第V章技術'情報交流が収量に与える学習効果

一一デルフイニュームの共選共販産地一一

A.本章の分析課題

切花新品目の導入に直面する農家は，一般的に

生産技術に関する情報が十分にない。そのような

農家にとって最大の関心事は，最適要素投入量の

把握である。

北海道の切花生産の実態を見ると，普及セン

ターの技術指導は従来から食料生産に傾斜してい

たことや，種苗会社からの生産技術に関する情報

は主に暖地に適用されるものであった。そのため，

各地域に適した投入量水準は，農家自身の作付経

験に加え農家聞の情報交流から把握して行く比重

が高いのが現状である。特に，共選共販産地では，
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産地レベルでの高品質な切花のロット確保が各農

家にとって共通のメリットとなることから，農家

の作付経験を共有するための情報交流が活発に行

われるものと考えられる。

一般的に，技術を生産関数によって投入と産出

の関係で表す場合，技術の情報は完全であり，合

理的に最適要素投入量を決定すると仮定されるこ

とが多い。しかし，農業は地域的な気候や土壌条

件の影響を強く受げるため，技術の情報は不完全

であり作付経験の蓄積によって最適な投入量に近

づいていくものと考えられる。つまり，技術につ

いてかなり重要な部分の「学習」を捨象している

ものと考えられる。また，新品目導入時において

は，前述の通り自己の作付経験による学習(Learn-

ing by Doing)のみならず，農家聞の情報交流に

よる学習 (Learningfrom Others)が技術習得に

とって重要な要素として作用している。

本章では，切花新品目の生産において，最適要

素投入量についての情報の不完全性が，自己の作

付経験及び共選共販組織内の情報交流により減少

し，それぞれが収量にどの程度の効果を与えるの

かを定量的に明らかにする。

分析にあたり，情報不完全性下での農家の意思

決定が，ベイズ・ルールに基づく学習により行わ

れるものと仮定する。収量への影響については，

このベイズ・ルールで拡張した target-inputモデ

ルを適用する。target-inputモデルでは，自己の作

付経験に加え共選共販組織内の情報交流による学

習効果を分析することができる。 target-inputモ

デルの適用としては， Wilson [1975J， J ovanovic 
and Nyarko [1994]， Foster and Rosenzweig 

[1995Jが挙げられる。

なお，分析の対象産地は，北海道の中でも 1995

年以降急速に生産量が増加した新興産地であり，

共選共販体制の下，デルフイニュームの生産を手

がけている三石町とする。

以下， B.では三石町における対象品目の生産状

況及び産地内の情報交流等を概観する。 C.では経

験の蓄積が収量の増加に与える効果について分析

モデルを示し， D.，E.は計測方法及び計測結果と

考察とする。 F.はまとめとする。

B.三石町における切花生産と技術情報交流

a.デルフイニューム生産と産地内の支援体制

北海道の切花生産が拡大したのは， 1970年代か

らの水田転作以降のことで，道央地域の比較的水

田面積が小さい産地を中心に切花を導入したこと

に始まる。 1980年代半ばからは，地場市場向けの

出荷が生産量増大のため供給過剰となった。この

ことが道外移出への転機となり，それに伴いカー

ネーション，宿根カスミソウといった洋花の生産

が主流となっていった。

三石町のように 1990年頃から切花生産を開始

した産地は，北海道の既存産地が主軸とする品目

ではなく， トルコギキョウ，デルフイニューム，

パラ等の多様な品目の生産を府県への移出向けに

行っている場合が多い。産地も従来の稲作地帯か

ら馬産地や畑作地帯にまで拡大している。

三石町の切花生産は，新たな振興作物として，

町が切花を推進したことに始まる。三石町の農業

はもともと稲作経営中心であったが，水田転作を

契機に 1970年頃から軽種馬生産と野菜作の導入

が増加した。しかし軽種馬生産については，町内

の多くの農家が小規模な生産環境にあり，規模拡

大を志向する農家に農地集積を加速化することが

必要とされた。このため町は，花きを重点振興作

物とすることで，労働集約型農業を確立し余剰農

地を軽種馬生産農家に集積していくシステムづく

りを行った。これを受けて 1989年に切花生産が開

始されることになった。さらに，産駒の売行きが

不振なこともあり軽種馬生産農家に花き作を導入

し経営を安定化させる試みもなされた。現在では，

野菜作(キュウリ，大根，イチゴ)からより高収

益な花き作へ移行する農家も見られる。

上記のような経緯で始まった三石町の切花生産

に関する支援は，町が行っている。町は，切花生

産の開始当初から，三石町農業実験センター(以

下， I実験センター」という。)を設立し，品種比
較試験，作型試験を実施している。同時期に農協

に事務局を置き 6戸の農家が三石町花き振興会

を設立した。

1993年からは，実験センター内に共同育苗施設

も設置し，均質な古の確保と苗コストの低減が実

現されている~また，新たに切花生産を開始する
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農家に対して実験ゼンター内における短期研修の

実施，個々の農家を回つての技術指導や集荷場で

の選別作業への協力を行っている九

当初はストックの作付からスタートした。当時

は，ほぽ全量を札幌地方卸売市場へ出荷していた

が，品質面で道外ものより優れているとは言えず

価格も高くはなかった。その後， 1994年に，三石

町の農家1戸(組合長)が東京の青山市場へデル

ブイニュームを出荷した。デルブイニュームは，

三石町の気候条件に合い，かつ，需要のトレンド

に対応した品目として市場で高い評価を得た。市

場から，共選共販体制によるまとまったロットを

安定的に出荷して欲しいとの要望があった。 1995

年からは，共選共販体制の確立を前提とした組織

的な取組みが早くも進められ，三石町はデルブイ

ニュームの作付けに切り替え，道外市場への出荷

を開始した。現在，関西の 2市場と関東の 1市場

を基幹として，出荷量の 9割以上を道外へ移出し

ている。これらの市場へは， 4月下旬から 11月下

旬までの期間，出荷数量の減少する月がないよう

に継続出荷を行っている九

表V-1は，各農家の切花生産開始の契機を聞

き取り調査から集計したものである。 1997年度以

前から切花生産を行っている農家28戸中 24戸に

聞いた。回答の多かったものは，町の勧め・実験

センターの技術指導や育苗管理が充実している点

(37.5%)と，産地内の農家が先に生産していた・

表V-1 切花生産を開始した契機

項目

町の勧め・実験センターの技

術指導等があること

産地内の農家が先に
生産していた・勧められた

農協の勧め

普及センターの勧め

他産地の農家の勧め

その他

L>. 
Eコ 百十

(カッコ内は%)

回答数

9( 37.5) 

6( 25.0) 

2( 8.3) 
l( 4.2) 
o ( 0.0) 
6( 25.0) 

24(100.0) 

出所)1997年度以前からデノレブイニューム生産を
行っている農家28戸中24戸への聞き取り調
査より作成。

勧められた点 (25.0%)であった。

三石町でデルブイニュームを導入する前から切

花生産を行っている農家では，町の広報誌による

呼びかけがあったことや，個別農家を回つての勧

誘があったことが大きな要因となっている。デlレ

ブイニューム導入以降の農家では，産地内農家か

ら勧められたり切花作りの仲間が多かったこと，

実験センターによる技術指導や育苗管理があるこ

とが生産のきっかけと述べる農家が目立つた。そ

の他が6戸あったが，そのうち 3戸は以前から切

花生産に興味を持っており，また，切花導入時に

農家内の女性が最初に手がけることも多く，はじ

めから新規作目として切花を考えていた。

b.農家聞の栽培技術に関する情報交流

表V-2は，新品目としてデルブイニュームを

導入した際の生産技術に関する情報の入手先を，

表V-1と同様に 24戸の農家への聞き取り調査

から集計した結果である(2つまでの複数回答)。

実験センターが20(44.4%)，産地内農家が

18 (40.0%) と，この 2項目で回答の8割以上を

占め，農家聞の情報交流が活発なことがわかる。

なお，種苗会社を挙げた 2戸の農家は，高校及び

大学卒業後，就農前に種苗会社(ミヨシ)でそれ

ぞれ2年間研修を受けている。うち 1名は，三石

町の切花生産開始当初から，産地内農家に対して

種苗会社から得た資材に関する情報を自分の作付

経験をもとに伝えている。

農家聞の生産技術に関する情報交流の態様とし

表V-2 デノレフィニユ)ムの技術情報の入手先

(カッコ内は%)

項目 回答数

実験センター(町)

産地内の農家

種苗会社

普及センター

農協

他産地の農家

その他
L>. 三ム
ロ引

20 ( 44.4) 
18 ( 40.0) 
2 ( 4.4) 
3 ( 6.7) 

1 ( 2.2) 
o ( 0.0) 
1 ( 2.2) 

45 (100.0) 

出所)1997年度以前からデルブイニューム生産を
行っている農家28戸中24戸への聞き取り調
査より作成。

註)複数回答は二つまで可とした。
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て，まず三石町花井振興会による組織的な取組み

がある。三石町花井振興会では，①共選品の出荷

計画，病害虫や花ちり等に関する技術的対応につ

いての全体会議の開催(年3回)，②産地内農家へ

の現地研修(年約3回)により，季節ごとの気温

に適した花の切り前(最も適切な採花ステージ)

や箱詰めの方法の徹底，花色や圃場の状態を見て

の技術指導，③出荷市場への視察(年1回)や道

内他産地視察(年2回)，を行っている。なお，三

石町花芥振興会では，農家戸数も増大しさらに共

選共販体制を強化すべく，全体会議の原案作りの

機関として， 1997年度から出荷強化委員会を設立

した。 9名の委員で構成され，その内訳は，生産

者 7名，実験センター職員 1名，農協職員 l名で

ある。それ以外にオブザーパーとして，普及セン

ター，実験センター，農協職員が数名参加してい

る。

また，聞き取り調査から得られた生産技術の情

報交流の形として，個別農家聞の情報交流がある。

具体的には，集荷場での会話，産地内農家へのハ

ウス見学や普段の会話などである。

デルブイニュームの生産時に産地内農家との技

術に関する情報交流として，主に取り上げられる

点を聞き取り調査より整理したのが以下である。

なお，農家が栽培に携わるのは，実験センターが

前述の通り農家の購入した種の育苗を行うため，

定植から採花までとなる。

①かん水の最適量。かん水が不足すると，定植

時では根が付かず枯れてしまう。かん水が多いと，

根ぐされで苗が消えてしまったり，定植後から出

膏まででは節聞が伸びすぎることで主茎が柔らか

くなり等級を下げなくてはいけない。また，菅が

付いたらかん水を控えなければならないが，その

タイミングが難しいことと，極端に土壌を乾燥さ

せると 2番花の生育を抑えることになる。

②農薬と肥料の最適量。施肥量は，実験センター

で農家ごとの土壌分析に基づき最適量が決められ

る。農薬の量についても同様で、ある。しかし実際

は，品質面で優れている農家にできあがった切花

を見せ，投入量へのアドバイスをもらうことがあ

る。農薬のかけすぎは，花色が悪くなったり，立

ち枯れが起こる原因となるo 多肥の場合は，花が

大きいものと小さいものとで不揃いとなり規格に

合わなくなってしまい，少ないと花色が悪くなっ

てしまう。

③温度管理及び湿度管理。定植後の温度管理は，

夜温 10~15 度，昼温 15~20 度程度が望ましいが，

温度の上昇と湿度の関係で病害虫が発生する。高

温乾燥状態では，葉に白い粉状の病斑が見られる

うどんこ病が発生したり，葉に寄生すると細かな

白いかすり状の斑点が現れ次第に黄色くなってい

くハダニが付いてしまう。また，多湿の状態、では，

ナメクジの発生により新芽が食害され芯止まりと

なったり，灰色かび病の発生をまねいてしまう。

以上から，③は主に病害虫の発生に関すること

であり，①と②に含まれる部分が多い。よって農

家聞の生産技術に関する情報交流は，かん水や農

薬と肥料の最適投入量について行われていること

がわかる。

C. 作付面積と出荷数量の推移

表V-3は，1995年から 1998年までの 4年間継

続してデルフイニューム生産を行っている農家を

表V-3 三石町デ/レフイニューム農家 11戸の作付面積の推移

(単位:坪，カッコ内は%)

年次 共選品計 フォlレカ 個選品計 JE23 h 計
ベラドンナ系

プレーデン
その他

1995 1，505 (92.6) 1， 120 (68.9) 285 (17.5) 100 ( 6.2) 120 ( 7.4) 1，625 (100.0) 

1996 2，892 (81. 8) 1，472 (41.6) 620 (17.5) 800 (22.6) 645 (18.2) 3，537 (100.0) 

1997 4，176 (82.3) 2，287 (45.1) 816 (16.1) 1，073 (21.1) 899 (17.7) 5，075 (100.0) 

1998 4，494 (72.0) 2，551 (40.9) 903 (14.5) 1， 040 (16.7) 1，746 (28.0) 6，240 (100.0) 

出所)農家への聞き取り調査により作成。
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対象とした作付面積の推移である。ここで取り上

げた 11戸の農家に切花専業の農家は含まれてい

ないが，これは三石町における切花生産の大部分

が稲作，野菜，軽種馬生産との複合経営として展

開している実態を反映している。

デ、ルブイニュームの生産を開始した 1995年で

は，ベラドンナ系品種の生産が68.9%とほとんど

である。 1996年では，ベラドンナ系品種の作付面

積が1.3倍程度の伸びに対し，他品種の作付面積

の増加が大きい(フォノレカプレーデン 2.2倍，共

選品その他8.0倍，個選品5.4倍)0全体の傾向と

して，作付面積自体は共選品種・個選品種のいず

れも増加傾向にある。しかし，作付割合ではベラ

ドンナ系品種，フォルカプレーデンという主力の

共選品種は減少し，それ以外の品種の割合が増加

している。

これには作型の調整という側面のあるほか，棟

数拡大に合わせた施設の有効利用や，今後ベラド

ンナ系品種に代っていく有望品種の試験的作付が

増加していることも無視できない要因として挙げ

ることができる。作付年次がすすむにつれて，高

い市場評価を得ることができそうな品種を増やし

て行く農家が見られる。

表V-3で示した 11戸の農家について，品種ご

との作付面積の推移を見る(表V-4)。各農家の

平均作付品種数は年々増加している。 1995年で

1.6品種であったが， 1998年には6.0品種にまで

増加している。このことから，需要のトレンドに

合い市場評価の得られる品種を多数の品種の中か

ら模索している様子が見られる。しかし，そのよ

うな品種を生産するには各品種に適した生産技術

も模索しなくてはならなず，生産技術の情報が非

常に重要となる。

表V-5は，デルフイニュームの共選品の出荷

数量と規格別割合の推移を示している九 1995年

は，規格別のデータを入手できなかった。表V-

3と同様の農家11戸に限定してみると，1996年か

らの 3年間ではいずれも年を経るにつれ上位規格

の出荷割合が大きくなっているのがわかる。特に，

秀L以上の割合が増加し， 1996年の34.6%から

1998年には 49.8%となっている。農家の作付年次

がすすむにつれて上位規格の出荷割合が増加して

いることから，生産技術が向上したものと予想さ

れる。

三石町全農家で見た場合でも，途中年次から新

たにデルフイニュームの生産を開始した農家も含

まれるが，それにも関わらず上位規格の割合が増

加している。しかも，農家戸数を 11戸に限定した

場合に比べてその割合が増えている。このことは，

後の年次から生産を開始した方が，上位規格品を

生産するだけの技術習得が早かったものと考えら

れる。それには産地内農家の作付経験からの情報

交流が貢献しているもの考えられる。

また，共選品のうちベラドンナ系品種のみにつ
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三石町デルフイニューム農家 11戸の作付品種の推移表V-4

(単位:坪，品種)
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品種数

1.6 o 1，625 o 20 。。。。。。o 100 。o 100 o 285 o 130 

3.5 o 70 3，537 。o 60 50 。。。。30 40 o 275 120 50 750 o 620 
990 1995 

。。。80 199611，392 

4.6 o 70 5，075 。。。。100113 o 70 40 126 45 o 215 120 90 963 50 345 20 816 199711，892 

6.0 

出所)農家への聞き取り調査により作成。

o 6，240 o 50 20 50 。199812，211 150 190 70 903 180 690 100 100 200 105 426 35 70 50 70 150 180 160 50 30 
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表V-5 三石町デルフイニューム・共選品の出荷数量と割合

(単位:本，カツコ内は%)

1995 1996 1997 1998 

11戸
秀 2L以上 (ー) 69，080 ( 9.6) 154，795 ( 20.3) 143，805 ( 23.3) 

秀L (ー) 179，360 ( 25.0) 190，865 ( 25.0) 163，285 ( 26.5) 
秀M (ー) 218，300 ( 30.4) 181，520 ( 23.8) 131，325 ( 2l. 3) 
秀S以下 (一) 250，538 ( 34.9) 237，085 ( 3l.0) 177，757 ( 28.8) 
言十 152，195 (ー) 717，278 (100.0) 764，265 (100.0) 616，172 (100.0) 

全農家

秀2L以上 (一) 159，230 ( 1l. 3) 444，115 ( 22.8) 397，205 ( 25.0) 
秀L (一) 384，890 ( 27.2) 515，845 ( 26.4) 435，645 ( 27.4) 
秀M (ー) 430， l30 ( 30.4) 454，965 ( 23.3) 349，200 ( 22.0) 
秀S以下 (ー) 440，320 ( 3l.1) 536，490 ( 27.5) 405，427 ( 25.5) 
言十 350，111 (ー) 1，414，570 (100.0) 1，951，415 (100.0) 1，587，477 (100.0) 

出所)三石町農協「花き実績表Jより作成。

表V-6 三石町デルフイニューム・べラドンナ系品種の出荷数量と割合

(単位:本，カッコ内は%)

1995 1996 1997 1998 

11戸
秀2L (-) 39，170 ( 9.6) 72，580 ( 18.2) 71 ，980 ( 22.1) 
秀L (-) 92，240 ( 22.7) 93，950 ( 23.6) 91，820 ( 28.1) 
秀M (一) 119，120 ( 29.3) 98，860 ( 24‘8) 79，630 ( 24.4) 
秀S以下 (ー) 156，125 ( 38.4) 133，120 ( 33.4) 82，940 ( 25.4) 
百十 123，691 (ー) 406，655 (100.0) 398，510 (100.0) 326，370 (100.0) 

全農家

秀2L (-) 67，830 ( 9.2) 252，880 ( 2l. 2) 202，200 ( 22.5) 
秀L (一) 188，900 ( 25.7) 313，020 ( 26.2) 260，980 ( 29.1) 
秀M (ー) 230，270 ( 3l. 3) 290，620 ( 24.4) 218，760 ( 24.4) 
秀S以下 (ー) 248，712 ( 33.8) 336，910 ( 28.2) 216，255 ( 24.1) 
計 190，539 (←) 735，712 (100.0) 1，193，430 (100.0) 898，195 (100.0) 

出所)三石町農協「花き実績表Jより作成。

いて見ても同様の傾向が見られる(表V-6)o11 

戸の農家では，秀L以上が1996年の 32.3%から

1998年には 50.2%となっている。全農家でも

1996年の 34.9%から 1998年の 5l.6%へ増加し

ており， 11戸の農家に限定した場合よりもその割

合が大きい。

C. target.inputモデル

B.のbから，デルブイニュームの導入に際し

て，①かん水の最適投入量，②農薬と肥料の最適

投入量の把握が重要であることは明らかである。

しかし，導入時ではこれら最適投入量に関する情

報が不十分であった。

C.以降では，デルフイニュームの収量と自己の

作付経験及び共選共販組織内の情報交流の具体的

な関係を，計量的に明らかにする。

本節では.target.inputモデルを適用し，農家が

利用可能な情報を用いることで学習し，最適投入

量を把握していく過程を明らかにする九

Wilson [1975Jに基づき，生産関数を(1)のよう
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に表す。ここで， }うtは農家jの t期における収量

を表し，生産技術の情報が完全な場合には規模に

関して収穫一定とする。さらに，労働及び資本投

入量は，作付面積Hjtと比例的であると仮定す

る6)。

Yit=YitHム (1) 

ここで，yjtは全圃場の平均単収であり，具体的

には次のように表される。

Hjt 

r ~ (8ijt 九t)21 
yjt = 7Jjl1 -~可一| (2) 

θ口tは作付面積fι をi=l，2，…， 1毛t の ~t 個

に分割した場合の，それぞれに対する実際の投入

量である。 eutは最適投入量であり，農家には事前
には不明の確率変数である。めは最適投入が行わ

れている (θui二 eijt) と仮定した場合の単収であ

る。

つまり，新品目の生産において最適な投入が分

割した土地ごとに行われていれば，yjt=めである

が，不完全情報下(θu片乱jt)では，土地ごとの実
際の投入量が最適投入量から希離するにつれ単収

は逓増的に減少するものと仮定する。

以上のことを示したのが図V-1である。当初

は最適投入量が把握されていないため，y;， の水

生産量(Yjt)

)
 
t
 
J
 

t

l

 

町

~o

a
H

一一

y

t

 

=

リ
t

ー

キ

J

I

V

E

r

t
、

完全情報下の
生産関数
(一次同次を仮定)

¥¥I t Yjt=YjtHjt 

Ir学習J .......・・ (8出 *eijt)

.........~\\ 

不完全情報下の
生産関数

作付面積(Hjt)

図V-1 不完全情報下の生産関数と学習

準にあるが，学習により最適投入量の把握を繰り

返し，完全情報を仮定した場合の生産関数 Y;tに

近づいて行く。

農家jは期の終りにはじめて eijtを観察するこ

とができ，次の期にこれから推定した投入量を全

圃場へ投入するものとする。実際の投入量は(3)に

従うものとする九

。ijt二 Et(e;jt) (3) 

また，最適投入量eutを次のように表す。

乱Jt二 θ;+Uijt (4) 

θ?は平均最適投入量を表し UijtはN(O，σvに
従う。 Et(uu，)=0より， (4)の最適投入量の決定は

(5)で表される。

8ijt二 θ7 (5) 

農家jは事後的に 8u，を観察することができる
が， 8;の値については知らないものとする o eut 
を観察すればするほど， θ?の推定の精度が増す。
(2)， (4)， (5)より， θfの事後分布に基づく農家j

の全圃場の単収の平均は以下のように表すことが

できる。

Yit士約めσ3Jt一ηJσ2 (6) 

ここで， σ3Jtは事後分布の分散を表す。

(6)から明らかなように農家jは，長期間学習を

積むに従い，新品種の最適投入量を把握していく。

すなわち，単収h があ[1 σ~J に近づいていくこ

とになる。

ここで， I学習jはベイズ・ルーjレに従うものと
する 8)。ベイズ・ノレールに従う学習とは，不完全情

報下での農家の意思決定に関するものであり，完

全情報下の収量に近づいていくための投入量を決

定する。より具体的には，農家jが最初に予想して

いた最適投入量の水準から，期を重ねて作付経験

が累積されるたびに eijtが観察されることにな

れそれを受けて農家jの持つ事後的予想が変化

し，最適投入量の予想が精確化する過程を指す。

ベイズ・ルールより，自己の作付経験と産地内

農家の作付経験を取り入れた農家jの投入量の事

後分布の分散は(7)で表される。
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(7) 
σ伽 ρ+ρoSjt+ρvS_jt-

ここで， ρは事前分布における情報の精度 (1/

σ弘)，んは農家jの累積作付面積(作付経験)Sjtか

ら得られる情報の精度(1/σV，pvは農家jを除く
産地内農家の累積作付面積(作付経験)の平均互二

から得られる情報の精度 (η/品)である。 nは，

農家jを除く産地内の農家戸数である。農家jが

新品目を全く導入していない状態での貯の事前

分布を N (8jo，σも。)とする。産地内農家からの情

報に基づく最適投入量は，N(θ~J' (j'~) に従い，

OL=θ7， σ~>σZ とする。

(7)より，ぉと工二が増加するほど単収のより精

確な予測ができることがわかる。

(6)に(7)を代入すると，次のように表される。

y 一一 小 Jli. (8) 
jt-ηjρ+ρoSjt+ρvS_jt ρu 

D.計測方法とデータ

(8)の計測にあたり非線形式を直接計測せず，

テーラー展開から導かれる線形近似式を計測す

る。

yjt二 β+βotSjt十β'vtS_jt (9) 

累積の作付面積にかかるパラメータ， βotとβvt

は，それぞれ以下の式で表される o

月一 η，ρn 
}Jot~ 

)
 
nu 
l
 
(
 

βvt三 {ρ十(JfthA}2
ここで Stは，農家jを含めた産地全体の累積作

付面積の平均である。

使用するデータは，デルブイニュームの生産が

開始された 1995年以降に 3年以上継続的に生産

を行っている農家のものとする。これに該当する

農家は 20戸あるが，作付面積の聞き取り調査が可

能であった 18戸のデータを使用する。収量は，三

石町農協より入手した卸売市場への出荷数量とす

る。

各農家の 2年目及び3年目を OLSによりそれ

ぞれ計測する。農家聞の情報交流を考慮し，分析

対象を共選品合計(8品種の合計)と，共選品の

うち最も多く作付されているベラドンナ系品種

( 3品種の合計)とする。各サンプル数は， 18戸

と15戸である9)。

なお，単収を坪当たりの出荷本数とすると，農

家聞の品質差の問題が残る。これに関して佐藤

[1998Jは，切花の生産関数の計測で卸売市場平

均価格をもとに数量換算している。しかし，切花

は出荷時期の違いや同一品目に多数の品種・規格

があることから価格差が大きく，単収の有効な指

標とはなりにくい。農家行動から見て，高品質(高

規格)な切花を多く作ることが技術習得のねらい

であるため，単収を坪当たりの秀L以上の出荷本

数とした。

表V一7は，共選品合計のうち秀L以上の坪当

たり一回の採花本数である。 2年目と 3年目のみ

の比較となるが，秀L以上で見ても平均採花本数

は上昇し，分散が小さくなっている。しかし， 2 

年目と 3年目の平均と分散にはそれぞれ統計的に

有意な差は見られなかった。 (10)より導かれる理論

的符号条件は， (β~t-dβ'ot) < 1， (β'vt-dβ'vt) <1であ
り，単収に与える学習効果は時間とともに逓減す

ることを意味する Q つまり，単収の増加は，学習

効果によりデルブイニュームの導入当初が大き

く，時間がたつにつれて小さくなる。このことか

ら，ほぼ2年目で最適投入量の把握がなされてい

表V-7 三石町デルブイニューム農家 18戸の 1坪

当たり共選品秀L以上出荷本数

(採花 1回当たり)

1年目 2年目 3年目

平均

分散

標本数

37.6 

569.6 

18 

40.7 

430.1 

18 

註1) 1年目の規格別出荷本数は不明であった。

註2)等分散性の検定を行った結果，観測された分散
上七は 1.324となり，自由度 (17，17)のとき，

有意水準 10%とすると F(I7.17J(0.95) =0.440~ 
1. 324~五 F(17 ， 17J(0.05) =2.272なので，母分散が
等しいという仮説は棄てられないため， 2つの

母分散は等しいとみなせる。次に， 2つの母分

散が等しいという仮定のもとで，対応のある 2
つの母平均の差を片側検定した結果，tfJ直は

0.834となり，自由度 17，有意水準 10%の時の

t統計量が 1.333のため， 10%水準で有意な差
は見られなかった。
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ることが予想される。

また，作付面積は，品種の違いや同一品種であっ

ても定植日によって採花回数が異なるため，採花

回数を掛け合わせた値を採用した。

E.計測結果と考察

表V-8は，target-inputモデルに基づく単収の

計測結果であるl九(10)より導かれる理論的符号条

件は，自己の作付経験のパラメータ βot，産地内農

家の作付経験のパラメータ βvtの両方でゼロより

も大きく，かっ， (β~t~l/β~ot) < 1， (βvt-dβvt) <1で
ある。これらの理論的符号条件は，ベラドンナ系

品種及び共選品合計の計測結果でともに満たされ

ている。つまり，最適投入量を把握する農家の学

習が単収に対し正の効果を与え，さらに 3年目の

値は2年目よりも小さく，単収に与える学習効果

が時間とともに逓減することがわかる。

2年目の計測結果について，パラメ一夕βιot，βιv
はべラドンナ系品種と共選品合計の両方で5%有

意水準でで、ゼロと有意差が認められた。これらパラ

メータの値から，単収に対し産地内の情報交流か

らの学習が，自己の作付経験からの学習とほぼ同

等の効果を与えていることがわかる。

共選品合計では，計測によって得られた β，βot，

βv"の値とら，互二のサンプノレの平均値を， (9)式
に代入してみると 2年目で一坪当たり秀L以上

の出荷本数37.6本のうち，自己の作付経験が約

48.3%，共選共販組織内の情報交流による効果が

約43.9%に相当する。共選品のうち品種を限定し

たベラドンナ系品種では，産地内の情報交流から

の学習効果が自己の作付経験からの学習効果と比

較して約l.3倍と高い。ベラドンナ系品種は， B. 

のc.で述べた通り三石町の共選品の中でも主力

品種で，作付面積が最大であり，作付農家戸数も

最も多い。そのため，共選品合計と比べ， βot'βvt

の各ノfラメータの値が大きいものと考えられる。

3年目の計測結果では，ベラドンナ系品種は

β~t， svtともにゼ、ロと有意差が認められなかった。

一方，共選品合計においては， βotで10%有意水

準， β吋で5%有意水準でそれぞれゼロと有意差

が認められた。

共選品合計の方は 3年目においても生産技術

習得による単収への学習効呆が見られる。 3年目

で一坪当たり秀L以上の出荷本数40.7本のうち，

自己の作付経験が約36.2%，共選共販組織内の情

報交流による効果が約65.6%に相当する。それ

は，自己の作付経験からの学習効果よりも産地内

の情報交流からの学習効果の方が，約l.8倍と高

い。表V-7で述べた通り， 2年目のー坪当たり秀

L以上の出荷本数37.6本は 3年目の 40.7本と統

計的に有意な差は見られなかった。つまり 2年

目で高い単収水準を達成していると言えるが 3

年目の計測結果から産地内農家間の情報交流が，

最適投入量の把握に対し重要な要素として作用し

ていることがわかる。

また，ベラドンナ系品種は 3年目の計測結果

でんがんtともにゼ、ロと有意差が認められなかっ

たことから 2年目までで最適投入量をほぼ把握

できたことが予想される。ベラドンナ系品種は，

共選品の中でも産地内の作付けが最も多いため周

囲の農家から情報が得やすいと考えられ，その結

果，最適投入量を把握するのも共選品合計より早

いことが窺える。

F.まとめ
本章では，デルフイニュームの共選共販を行っ

表V-8 target-inputモデルの計測結果

ベラドンナ系品種 共選品合計

2年目 3年目

β 5.911 ( -0.44) 4.676 0.20) 

βot 0.061叫( 2.67) 0.016 1. 05) 

βvt 0.079村( 2.87) 0.037 l. 46) 

R2 0.391 0.049 

註)カッコ内は t値.R2は自由度調整済み決定係数を示す。
*.は 5%. *は 10%水準で有意であることを示す。

2年目 3年目

3.201 (0.26) 
0.058** ( 2.56) 
0.043** ( 2.34) 
0.295 

-0.134 (-0.01) 
0.014* ( 1.80) 
0.025村( 2.23) 
0.202 
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ている三石町を対象に，自己の作付経験及び共選

共販組織内の技術情報交流が，収量増加に与える

効果を分析した。

三石町では，高品質な切花のロット確保のため

の技術情報交流がフォーマル，インフォーマルな

形で積極的に行われており，この積極的な情報交

流が切花の最適生産技術の達成に寄与しているこ

とが明らかとなった。デルフイニュームの生産技

術に関する情報交流は，主に①かん水の最適投入

量，②農薬と肥料の最適投入量，について行われ

ている。

分析の結果， 2年目では単収の増加に対し産地

内の情報交流からの学習が，自己の作付経験から

の学習とほぼ同等の効果を与えていることがわ

かった。ベラドンナ系品種では，産地内の情報交

流からの学習効果が約l.3倍と高い。 3年目では，

各パラメータの値が2年目と比較して小さくなっ

ており，単収に与える学習効果が時間とともに逓

減することが示された。

また 2年目と 3年目の計測結果から，共選品

の中でもベラドンナ系品種は，産地内の作付けが

最も多いため周囲の農家からの情報が得やすく，

その結果，最適投入量を把握するのも早いと考え

られる。

切花は，非食料品であり奪{多品としての性格が

強く，品目ごとのライフサイクルも短い。各産地

は，他産地に遅れないように需要のトレンドに

あった新品目を導入する必要があり，そのため早

急な最適生産技術の確立が要求される。分析の結

果からは，自己の作付経験とともに，共選共販組

織内の情報交流が，最適投入量の早期把握に対し

重要な要素として作用している状況が明らかであ

る。

共選共販産地の場合，産地として高品質な切花

のロットを確保し，市場に安定的に供給すること

が各農家にとって共通のメリットとなる。そのた

め産地内農家聞の技術に関する情報交流が活発に

行われる。すなわち共選共販という販売体制が，

農家聞の情報交流を活発化し，最適投入量の早期

達成による収量増加をもたらすと言える。

註

1)種苗会社からデルフイニュームの苗を購入す

ると苗代が約35円かかるが，実験センターで

は 8~15 円程度で農家に提供する。

2 )他に町の支援として，施設設置に要する経費

の補助(ビニールハウスの半額補助)を行っ

ている。

3) 1998年度の切花生産額は 2億 7，162万円で，

そのうちデルフイニュームは 71.7%(1億

9，484万円)を占める。

4 )規格は，長さが3L， 2 L， L， M， S， 2 Sで

それぞれ120，100， 80， 70， 60， 50 cmであ

り，花膏数は M以上で5輪以上， S以下で4

輪以上となっている。花穂長は品種によって

異なる。なお，秀品に比べてボリューム感や

花の状態が良くないS以上の規格のものは，

等級を優としている。

また，三石町の 1995~1998 年における 4

~11 月の平均気温は， 12.4， 11.3， 11.7， 

12.40Cであった。平年(l979~1990 年平均)

の気温は 11.TCであり，ほぽ平年並みの気象

であった。

5) target-inputモデルの概要として Wi1son

[1975Jを，さらにベイズ・ルールによる拡張

として， Jovanovic and Nyarko [1994]， 

Foster and Rosenzweig [1995Jを参考にし

て適用した。

6 )施設切花生産では，資本投入量は施設面積と

の相関が極めて高い(荏開津 [1985J，佐藤

[1998J)。

また，三石町への聞き取り調査から，栽培

管理技術は作付面積の規模に関係なく，ほぽ

固定的である。以上のことから，土地投入量

が，資本及び労働投入量と比例的であるとい

う仮定は，おおむね妥当性を有すると考えら

れるo

7)コンビューターによる栽培管理として， 0社

では一株ごとの水分・養分の土壌分析により，

自動的にかん水や肥料の最適投入を行う「養

液土耕栽培システムJを販売している。この
システムを適用すると，一株ごとの最適投入

量を把握し，投入することができる。つまり，
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図V-1の完全情報を仮定した Y五を実現す

ることができる。しかし，このシステム導入

にかかるコストが高いため，三石町の農家で

適用している例はない。農家行動から見て分

割した土地ごとに最適投入量を把握しでも，

それに合わせて実際の投入量を分割した土地

ごとに変えて投入することには限界があり，

実際の投入量は(3)に従うものとする。

8 )ベイズ・ノレーノレの適用にあたり，繁桝[1985J，

浅見 [1989J，松原 [1991J，永木 [1996Jを

参考にした。

なお，施設花きの生産関数分析として，荏

開津 [1985J，佐藤 [1998Jがあるが，農家の

学習は考慮されていない。

9 )これら 18戸の経営形態は，切花専業3戸，米

作と軽種馬6戸，米作3戸，米作と養豚2戸，

軽種馬 1戸，野菜 1戸，肉牛と米作1戸，野

菜と米作1戸である。

10)農家聞の情報交流を考慮し，共選品に限定し

て計測を行ったが，切花の特徴として同一品

目に多数の品種がある。そのため，共選品と

言えども各農家で全く共通の品種を作つては

いない。本来であれば，ベラドンナ系品種以

外の共選品種についても，各品種ごとに計測

を行うべきであるが，サンプル数が少なく共

選品合計としてまとめて計測を行った。

なお，表V-8の計測結果は，自由度調整済

み決定係数が低く，以下の考察の説得力を弱

くしていることに留意しなければならない。

第VI章要約と結論

本論文の課題は，切花の共選共販組織が，品質

情報及び技術情報の不完全性を解消し，高品質な

種苗の導入及び高品質な切花のロット確保の実現

にいかに寄与するかを，北海道内の産地を対象と

して経済学的に分析することである。共選共販組

織は販売組織であるが，農家の生産に関わる情報

の積極的な交流を誘発し，情報の共有化を達成す

ることができる。本論文は，この共選共販組織の

情報共有機能が，切花生産における情報不完全性

の解消に有効であることを示すものである。

以下，各章の要約と，それらを踏まえた全体と

しての結論を述べる。

第11章では，北海道の切花生産の動向と販売組

織の変遷を， 1992年までの生産の拡大期と 1993

年以降の停滞期に大別し整理するとともに，近年

の変化を明らかにした。

北海道の切花生産は，水回転作作物として導入

されて以来，カーネーション・宿根カスミソウと

いった洋花を主軸に，道外移出により急成長をと

げた。ところが， 1993年以降，北海道の切花生産

は頭打ちの状態にある。また，カーネーション・

宿根カスミソウの作付面積は横ばい・減少の傾向

にあり，他の洋花品目の作付割合が増加している。

共選を行っている出荷団体は， 1995 年には 4~5

割前後にまで増加している。しかし，その割合は

全国平均よりも低く，かつ 1団体当たりの出荷

量も少ない。道外移出量及び移出割合が高い宿根

カスミソウでさえ，最大の競合地域である福島県

と比較すると，共選を行う出荷団体の割合 1団

体当たり出荷量は大きく下回っている。

第III章では，はじめに道外移出の主要品目であ

る宿根カスミソウを対象として，草苅モデル(二

段階支出配分モデル)を適用し，卸売市場におけ

る地域間(北海道，福島県，その他府県)の品質

格差を考慮した需要分析を行い，地域ごとの需要

構造及びその代替関係について検討した。

分析の結果，地域ごとの代替関係がそれぞれ異

なることから，卸売市場では宿根カスミソウに関

して，地域聞の品質格差を認識していることが明

らかとなった。地域間の代替の弾力性は，北海道

とその他府県，福島県と北海道，福島県とその他

府県の順で弱くなっている。

次に，上記需要分析の計測結果から得られた需

要の価格弾力性の値と半田 [1996Jの供給の価格

弾力性の値を用い，北海道と福島県が花き振興等

で供給量を増加させた場合の各地域の価格，数量，

及び，販売額に与える影響についてシミュレー

ション分析を行った。

シミュレーション分析の結果，北海道は他地域

の価格及び数量に与える影響が比較的小さく，

シェアの大きい福島県では比較的大きい。また，

北海道は供給量が増加しでも販売額は減少する
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が，福島県では供給量を 10%程度まで増加しでも

販売額は増加することが明らかとなった。

第II章，第III章で明らかとなった点から，北海

道切花の生産・販売面における課題として，①宿

根カスミソウに代わる市場評価のとれる新たな品

目・品種の導入，②新たな品目・品種を導入する

上で，高品質な切花のロット確保を実現するため

の最適生産技術の早期習得，③共選共販体制の確

立，が指摘された。

以上，①と②に関して③の共選共販体制の確立，

すなわちその内包する情報共有機能が有効となる

というのが本論文の着眼点であり，以下では，共

選共販体制下での生産に着目して分析を行った。

第W章では，ゲーム理論を適用し，品質情報不

完全性下の切花種苗取引において，共選共販産地

が品質情報の探索行動を通して，高品質な種苗を

購買する上でどのような要因から有利となるのか

を，個選共販産地との比較により明らかにした。

分析の対象品目としてカーネーションを取り上

げ，カーネーション生産額が道内 1，2位であり，

出荷形態が異なる当別町(共選共販)と月形町(個

選共販)を分析対象地とした。

切花種苗の研究・開発及び流通は，主に種苗会

社が行っている。そのため種首会社と農家とでは，

切花種苗に関する情報量に格段の差がある。品質

情報不完全性下の農家と種苗会社との種苗取引を

ゲームとして表現した場合，農家の種苗の品質を

探索する費用が低いほど，高品質な種苗を購買す

る確率を高くする。

実態調査等の結果，共選共販産地が品質探索費

用を節約し高品質な種苗を購買する上で有利とな

る要因として，①種苗購入における産地の組織化，

②共選共販産地内での情報の共有，③産地内で同

一品質の種苗購入が可能，④継続的取引関係の構

築，が重要であることが明らかとなった。特に，

継続的取引に関して，その構築は共選共販産地の

方が容易である。継続的取引関係を構築するため

に，農家は種苗の安定供給という種首会社のイン

センティブを引き出すことが重要となる。そのた

めには，卸売市場での高い評価と卸売市場への安

定供給を実現する必要がある。その点，共選共販

組織は，高品質な切花の安定供給が農家間の共通

のメリットとなることから，高位平準化を目指し

た生産技術に関する情報交流が誘発され，卸売市

場における高い評価・安定供給を実現しやすい。

これらの要因から，共選共販産地は，個選共販産

地に比べて，品質探索費用を節約することができ，

高品質な種苗を購入する可能性が高い。つまり，

高品質な種苗を購買する上で，共選共販組織とし

ての組織的な取引，及び共選共販組織内の情報交

流による農家聞の情報共有が有効であると言え

る。

第V章では，切花新品目の生産において，最適

投入量についての情報の不完全性が自己の作付経

験及び共選共販組織内の情報交流から減少し，そ

れぞれが収量増加にどの程度の効果を与えるのか

を定量的に明らかにした。分析にあたり，情報不

完全性下での農家の意思決定がベイズ・ルールに

基づく学習により行われるものと仮定し，このベ

イズ .1レールで拡張した target-inputモデルを適

用した。

分析の対象産地は，北海道の中でも 1995年以降

急速に生産量が増加した新興産地であり，共選共

販体制の下，デルフイニュームの生産を手がけて

いる三石町とした。

三石町では，共選共販組織内において，生産技

術に関する情報交流がフォーマル，インフォーマ

ルな形で積極的に行われており，この積極的な情

報交流が切花の最適生産技術の達成に寄与してい

ることが明らかとなった。デノレブイニュームの生

産技術に関する情報交流は，主に①かん水の最適

投入量，②農薬と肥料の最適投入量について行わ

れている。

分析の結果，単収の増加に対し共選共販組織内

の情報交流からの学習が，自己の作付経験からの

学習とほぼ同等の効果を与えていることが明らか

となった。また，単収に与える学習効果は，時間

とともに逓減することが示された。さらに，同ー

の共選共販品目を生産する農家が多い場合，農家

間の情報交流が活発であり，最適投入量の早期達

成による高品質な切花のロット確保を実現するこ

とが明らかとなった。

共選共販産地の場合，産地として高品質な切花

のロットを確保し，市場に安定的に供給すること
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が各農家にとって共通のメリットとなる。そのた

め農家聞の情報交流が、活発に行われる。第V章で

は，共選共販という販売体制が，農家聞の情報交

流を活発化し，最適投入量の早期達成による収量

増加をもたらすことが定量的に示された。

以上より本論文の結論をまとめる。本論文では

共選共販組織が，販売組織であるにも関わらず，

産地内農家聞の活発な情報交流を誘発し，市場で

高い評価を得ることができる高品質な切花の安定

供給を達成することを実証した。より具体的には

①高品質な種苗の獲得，②高い技術水準の早期達

成，が共選共販組織によって促進される。これは

すなわち，共選共販組織の内包する情報共有機能

が，市場で高評価を得る生産地の形成に寄与する

ことを意味する。

切花生産をはじめ，農業生産には，常に需要の

トレンドに合わせた新品種・品目を導入し，なお

かつ他産地との競合に対応するために高い生産技

術を早期に確立することが求められる。しかし，

農業生産の特質として，まず新規に導入する種苗

の品質に関して不確実性が伴う。また土壌・気候

条件の影響を強く受けるため，同じ作目であって

も地域によって生産技術が異なるという特質を有

する。これに対して，本論文で示されたように共

選共販体制が確立されている場合，農家聞の情報

交流が積極的に行われ，情報共有がなされる結果，

産地内農家の技術の早期高位平準化が達成され，

種苗の品質に関する不確実性も減少する。

以上より販売対応を目的とする共選共販組織

は，情報共有機能により生産面における情報の不

完全性を解消し，市場動向に合わせた販売・生産

対応を可能にする組織と言える。
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Summary 

Economic Analysis of Shared 1nformation 

Function in the Common Grading and Shipping 

System of Cut Flower Production 

The purpose of this study is to analyze 

economically the effects of the introduction of 

good quality seedlings and increased procure-

ment of quality lots in common grading and 

shipping system of cut flower production with 

incomplete quality and technology information 

on productivity in Hokkaido_ 

This study consists of six chapters. Chap-

ter 1 introduces the problems of this study. 

Chapter II gives a general view of cut flower 

production and shipment in Hokkaido. 1n 

Chapter III we conducted the demand analysis 

in quality difference between cut flower mar-

kets in flower -producing districts. We used 

the Kusakari Model as the method of valuation. 

1n Chapter 1V we evaluate why the common 

grading system is superior to the self-grading 

system in the cut flower seedling trade with 

incomplete information. We used the Game 

Theory as the method of valuation. 1n Chap-

ter V we evaluated the effect of learning from 

the experience of other area producers regard 

ing cut flower production with incomplete infor-

mation. We used the Target-input Model as a 

method of valuation. 1n Chapter V1 conclusion 

of the study is explained in detail. 

The main results are as follows. 

1) 1n Hokkaido， cut flower production is 

stagnant. Hence， it is necessary to intro-

duce good quality seedlings， increase the 

procurement of good quality lots and 

establish a common grading and shipping 

system. 

2) Common grading and shipping system is 

effective in the acquirement of good qual-

ity seedlings and increases output. 

3) It is clear that the shared information 

function in the common grading and ship-

ping system has an important role in the 

formation of flower-producing districts. 

The aim of the common grading and ship-

ping system is profitable selling. How-

ever， the shared information function in 

the common grading and shipping system 

can decrease imperfect information on cut 

flower production. 


